
第２期東広島市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（令和２年度）

基本目標１　　安心して子どもを産み育てられる支援の充実
●目指す姿：・子どもが健やかに成長しています。

　　　　　　・子育てをする親の不安や負担が軽減され、安心して子どもを産み育てることができています。

R1

現状値 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率

こども家庭課 ％ 98.8 100 98.5 98.5% 100 100 100 100

こども家庭課 ％ 40.6 65 33.8 52.0% 70 75.5 80 85

医療保険課 日/年 37 48 34 141.2% 36 24 12 0

医療保険課 件 4,716 4,700 4,140 88.1% 5,400 6,100 6,800 7,500

子育て家庭の経済的負担が軽減されて
いる。

－ － － － － － － － － － － － － － － － －

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実１　東広島版ネウボラの充実1 1

産科医協力の下、中高等教育において、
妊娠、出産、子育てに関する思春期健康教
育を実施します。また、若い世代が乳幼児
と触れ合う機会を設け、将来の子育て家庭
の養育力の向上を図ります。

中学生 思春期健康教育 直営 こども家庭課

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実１　東広島版ネウボラの充実1 2
不妊・不育症に悩む夫婦を支援するた

め、一般不妊治療費と不育症の治療費を助
成します。

子どもを産み
育てたいと希
望する人

・不妊治療費の助成
・不育症治療費の助成

直営 こども家庭課

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実１　東広島版ネウボラの充実1 3

生後4か月までの乳児家庭に対して、全
戸訪問を行い、疾病の早期発見と、育児不
安に対するきめ細かい育児支援を図りま
す。

生 後 4 か 月 ま
での子どもと
保護者

乳児家庭全戸訪問
（こんにちは赤ちゃん訪問）

直営 こども家庭課

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実１　東広島版ネウボラの充実1 4
産後、心身ともに不安定になりやすい母

親をサポートし、日帰り型、宿泊型及び訪
問型産後ケアを行います。

産 後 5 か 月 頃
までの乳児と
母親

産後ケア事業
（日帰り型・宿泊型・訪問
型・集団教室型）

直営
委託

こども家庭課

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実１　東広島版ネウボラの充実1 5
生後８か月前後の子どもの発達の確認

と、保護者の育児不安の解消を目的に、す
くすく赤ちゃん相談会を実施します。

生 後 8 か 月 頃
の乳児と保護
者

赤ちゃん相談会
直営
委託

こども家庭課

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実１　東広島版ネウボラの充実1 6
乳幼児健診の未受診家庭や乳幼児と保護

者の心身の健康に関して支援が必要な家庭
を訪問し、支援を行います。

乳幼児健診の
未受診者

健診未受診者把握事業 直営 こども家庭課

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実１　東広島版ネウボラの充実1 7
マタニティ教室、パパママ教室、育児相

談・育児教室などを開催し、育児不安の軽
減を図ります。

妊 娠 中 の 夫
婦、子育て中
の家族等

・マタニティ教室
・パパママ教室
・定期育児相談ほか

直営 こども家庭課

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実１　東広島版ネウボラの充実2
【新規】ＩＴやＡＩを活
用した相談支援

生活スタイルやライフサイクルなど個々
のニーズに応じて、ＩＴやＡＩも活用した
相談支援を行います。

子育て中の家
族

・電子母子手帳
アプリ「ぽけっとすくす

く」の導入
・オンライン相談

直営
委託

こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

子育てに不安や悩みを持つ保護者に、切れ目のない支援を行う必要があります。

基本施策 目指す姿
目的別事業群シートにおける

成果指標（KPI）
担当課 単位

R5 R6

１．東広島版ネウボラの充実

    【重点】
全ての妊産婦、乳幼児やその家族が必
要な支援を受けながら、安心して妊
娠、出産、育児ができている。

乳児家庭全戸訪問の訪問率

初妊婦の妊娠期サービスの利用割合

３．子育て世帯の経済的負担の軽
減 —

R2 R3 R4

基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み

　現在実施中の中学校での成果を紹介し、思春期健
康教育に取り組む学校を増やしていく。

改善の具体的方法

　Ｒ3年度から特定不妊治療費の助成を開始した。
　不妊治療費については保険適用も検討されてお
り、国の動向に注意しながら、治療の種類、助成金
額を検討していく必要がある。

対象（誰、何
を）

事業内容、事業計画など
（主な業務など）

実施方法（直
営、委託等の区

分）
担当課 目的別事業群

・身近な人からの情報や支援が得られにくく、妊娠・出産・子育て期に不安や負担を感じる保護者がいます。
・子どもの健康や発育・発達について悩んでいる保護者が多くいます。
・不安や悩みがあっても、相談する相手がいない保護者がいます。
・保護者が育児の方法や子どもとの過ごし方がわからなかったり、その重要性を理解していなかったりする状況があります。

課題

　市内の中学校、大学、日本語学校において、年代
に応じた内容で各1回実施した。

　多忙な中学校現場で、思春期健康教育に取り組
む学校を増やすことが難しい。

取組み概要 現状と課題の分析

　一般不妊治療費163件、不育症治療費7件の助成
を行った。

　不妊治療費は高額な自己負担が生じており、特
定不妊治療を受ける人も多い状況にある。

妊娠・出産・育児の切れ
目ない支援

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

事務事業の目的

２．子どもに関する医療体制の充
実

妊産婦や子どもが、必要な医療を受け
ることができている。

初期救急：小児科当番医に係る空白日
数

救急医療電話相談件数（#7119＋
#8000）

　予防接種が始まる生後2か月までの乳児を対象に
家庭訪問を行った。（1,484人）

　感染症の拡大により、里帰りの長期化や訪問を
拒否されるケースが増えており、適切な時期に訪
問できない家庭がある。

　オンラインの活用や里帰り先の市町との連携によ
り、適切な時期に訪問を実施していく。

　利用者のニーズに応じた産後ケアを実施した。感
染症拡大により利用者が増加している。

　感染症拡大により、育児負担が増大し、産後ケ
アを希望する産婦が増え、利用のための待機が多
い状態にある。

　必要な人が必要な時期に利用できるように体制の
拡大を図っていく。

　同年齢の子育て中の保護者同士が集い、育児不安
の解消を図った。

　全員参加のための動機づけが不十分である。
　ブックデビュー講座を活用し、相談会参加の動機
づけを行う。

　集団健診については未受診者に対し、電話や家庭
訪問による受診勧奨を行った。

　感染症対策により、小児科と歯科を別々に受診
する形態をとったため、受診者が減少し未受診者
が増加した。

　健診期間中に受診できるよう、受診勧奨の回数を
増やす。

　オンラインや動画の活用も行いながら、育児不安
等の軽減を図っていく。

　感染症対策により、時間短縮や利用者の制限を
行ったため、希望者全員が利用できなかった。

　妊娠期から子育て期にわたったテーマを設けて、
相談や教室を実施した。

　子育て支援アプリ「ぽけすく」を導入し、情報発
信を行った。
　また、コロナ禍に対応し、オンラインでの相談や
教室を実施した。

　母子保健事業の主な対象が妊娠期から乳児期と
なるため、幼児期にかかる登録者数が少ない。

　保育園や幼稚園との連携により、周知を強化して
いく。

R2

1

Administrator
タイプライターテキスト
資料２



第２期東広島市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（令和２年度）

基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み
改善の具体的方法

対象（誰、何
を）

事業内容、事業計画など
（主な業務など）

実施方法（直
営、委託等の区

分）
担当課 目的別事業群

取組み概要 現状と課題の分析
事務事業の目的

R2

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実１　東広島版ネウボラの充実3
【新規】母子保健情報の
一元管理

母子保健情報及び医療情報の一元管理に
より、母子の健康状態を把握します。

妊娠期から子
育て期間中の
母子及びその
家族

国の動向や先進事例等の調査 直営 こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実１　東広島版ネウボラの充実4
【新規】子育て支援拠点
の整備

母子保健機能を兼ね備えた子育て世代が
集いやすい拠点を確保します。

妊娠期から子
育て期間中の
母子及びその
家族

子育て支援拠点に係る機能の
検討

直営 こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実１　東広島版ネウボラの充実5
子育て情報提供体制の強
化

子育て支援情報を一元的に管理するサイ
トを整理し、必要な人に、必要な時に、必
要な情報を届けます。

子育て世帯

子ども・子育て応援Webサ
イト「すくのび」、フェイス
ブック、広報誌等各種媒体に
よる情報発信

直営・委託 こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実２　子どもに関する医療体制の充実6 1
産科・周産期医療、小児医療の充実を図

るため、産婦人科・小児科等の医師が診察
しやすい環境整備を支援します。

産科医及び小
児科医等

・産科医等確保支援事業補助
金
・小児救急医療支援事業補助
金

補助事業 医療保健課

5-3-1　持続
可能な救急医
療体制の整備
5-3-2　高度
専門医療の機
能充実

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実２　子どもに関する医療体制の充実6 2
休日夜間の初期救急患者等のために、医

師会と連携し、救急医療体制の充実を図り
ます。

市内開業医氏
等

・休日診療所運営
・在宅当番医制運営事業

直営
業務委託

医療保健課
5-3-1　持続
可能な救急医
療体制の整備

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実２　子どもに関する医療体制の充実7
適正な医療機関の受診に
ついての啓発

適正な医療機関の受診について、乳幼児
を持つ保護者への啓発を行います。

乳幼児の保護
者等

・チラシの配布等による普及
啓発

直営 医療保健課
5-3-1　持続
可能な救急医
療体制の整備

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実３　子育て世帯の経済的負担の軽減8
乳幼児医療費、児童手当
の支給

乳幼児等医療費公費負担、児童手当の支
給などにより、子育てに関する経済的負担
の軽減を図り、子どもの育ちを支援しま
す。

児童手当受給
者

・乳幼児等医療費支給
・児童手当支給

直営 こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実３　子育て世帯の経済的負担の軽減9
妊産婦健康診査及び乳幼
児健診の費用助成

すべての妊婦及び乳幼児が、必要な健診
を受けることができるよう、妊産婦健康診
査及び乳幼児健診の費用を助成します。

妊婦・乳幼児
・妊婦健診
・乳幼児健診

委託
直営

こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

１　安心して子どもを産み育てられる支援の充実３　子育て世帯の経済的負担の軽減10 ごみ指定袋の交付
２歳未満の乳幼児に対して、紙おむつの

排出に使用する指定袋を現物給付します。

市内に住所を
有する２歳未
満の乳幼児の
養育者

ごみ指定袋の直接交付による
負担軽減

直営 廃棄物対策課
2-3-1　循環
型社会の構築

子どもに関する医療体制
の充実

　医療機関との調整に時間を要している。
　予防接種の予診票のデジタル化を目指し、医師会
との協議を進めた。

　他市町の取り組み事例を取り入れながら、事業の
実施について今後も検討していく。

　拠点確保の方針について再整理する。
　具体的な場所の選定、コスト、整備時期等の調
整が課題である。

　拠点の場所及び機能の整理を行った。

　子育て情報の発信媒体として「kidsめるまが」、
「フェイスブック」を活用していたが、電子母子手
帳の「ぽけすく」でも同様の情報を発信することと
した。

　昨年度に比べ、多角的な情報発信ができるよう
になった。今後、発信頻度をさらに高めていく必
要がある。

　毎月各所属に対し、活用を促す周知を庁内掲示板
で行いきめ細かな情報発信に努める。

　産科医の確保と小児の重症救急患者への医療を確
保するために補助金を交付した。

　麻酔科医や小児科医が慢性的に不足している。
　医師会や大学等のほか、UIターンを希望する医師
への働きかけを行う。

　市内に住所を有する2歳未満の乳幼児の養育者に
対して、紙おむつの排出に使用するごみ指定袋を現
物給付した。

　乳幼児の養育者を対象としたごみ指定袋の交付
件数は1678件で、希望者に対して円滑に交付す
ることができた。

　引き続き、チラシやホームページ、市民課等との
連携により、出生・転入の届出をした方への周知を
徹底する。

　窓口や広報等での各種手当や給付等の周知徹底を
継続して行った。

　乳幼児医療費について、対象年齢が県内他自治
体と比較して低年齢である。

　乳幼児等医療費支給対象を、Ｒ3.8.1より小学３
年生（9歳）から小学６年生（１２歳）までに拡大
する。

　引き続き、健診の費用助成を行う。
　今後とも妊婦や乳児の健康管理を適切に進めて
いく必要がある。

　妊婦健診14回、産婦健診2回、乳幼児健診5回を
無料で実施した。

　初期救急、小児科当番医に係る空白日数を減らす
取り組みを行った。

　小児科医が慢性的に不足している。
　医師会や大学等のほか、UIターンを希望する医師
への働きかけを行う。

　チラシ配布、乳児全戸訪問時の啓発に加えて、
CRMなども活用していく。

　感染症の影響により、対面での啓発ができな
かった。

　感染症の影響によりホームページによる啓発にと
どまった。

2



第２期東広島市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（令和２年度）

基本目標２　　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実
●目指す姿：・社会的な支援が必要な子どもと家庭が、必要な支援につながり、安心して生活を送ることができています。

R1

現状値 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率

すべての子どもの人権が尊重されてい
る。

— — — — — — — — — — — — — — — — — —

保育課 ％ 100 98 100 102.0% 98 98 98 98

指導課 ％ 75 75 88 117.0% 75 75 75 75

こども家庭課 ％ 8.9 14.0 20.0 70.0% 13.5 13.5 13.0 13.0

地域共生推進
課

％ 83.3 100 100 100.0% 100 100 100 100

外国につながる子どもが、幼児期の教
育・保育、学校教育を受けることがで
きている。

— — — — — — — — — — — — — — — — — —

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実１　児童虐待の予防と早期対応11 1

ペアレント・トレーニングを実施し、子
育てに悩みを持つ親を対象として、養育能
力の向上、孤立感の軽減、自尊感情の回復
等を図ります。

要支援家庭等
ファシリテータによるペアレ
ントトレーニングプログラム
の実施

直営 こども家庭課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実１　児童虐待の予防と早期対応11 2

親子の絆づくりプログラム（BPプログラ
ム）を実施し、第1子（0歳児）を育ててい
る母親を対象として、親子の絆づくり、母
親同士の仲間づくり、子育てに必要な知識
の習得を目的とした場を提供します。

生後２から５
か月の乳児と
母親（第１子
に限る）

BPファシリテータによる児
童虐待予防講座の実施

委託（一部直営）こども家庭課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実１　児童虐待の予防と早期対応11 3

市独自のプログラムである「にこにこプ
ログラム（第２子を持つ親子を対象とした
子育て支援プログラム）」を地域子育て支
援センターや地域すくすくサポートで実施
します。

第２子をもつ
母親

にこにこプログラム（児童虐
待予防講座）の実施

委託 こども家庭課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実１　児童虐待の予防と早期対応12 1

要保護児童対策地域協議会（子どもを守
る地域ネットワーク）を運営し、医療・保
健・教育・警察など地域の関係機関の連携
強化により児童虐待の早期発見・早期解決
を図ります。

要保護児童等
関係機関とのネットワークの
強化及び情報共有を目的とし
た協議会の開催

直営 こども家庭課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実１　児童虐待の予防と早期対応12 2

家庭児童相談室及び出産・育児サポート
センターすくすくと一体化を図る「子ども
家庭総合支援拠点」の体制を充実し、専門
的な相談対応や訪問による継続的な支援を
強化します。

子育て家庭等

要支援児童や妊産婦、ＤＶ被
害者の相談に対する保健師、
心理支援員、虐待対応専門
員、女性相談員による総合的
な支援

直営 こども家庭課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実１　児童虐待の予防と早期対応12 3

養育支援が必要な家庭に対して、保健師
等専門職による指導助言等を訪問により実
施し、個々の家庭の抱える養育上の問題の
解決、軽減を図ります。

養育支援訪問
保健師等による要支援者家庭
訪問

直営 こども家庭課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実１　児童虐待の予防と早期対応12 4

子育て短期支援事業（ショートステイ、
トワイライトステイ）の多様なニーズに対
応できるよう、既存の受け入れ施設との連
携を進めるとともに、里親制度等を活用し
た新たな受け入れ態勢の整備を行います。

児童の養育が
一時的に困難
となった家庭
の児童

・児童養護施設や乳児院にお
ける一時的な保育
・県の里親制度を活用した受
け入れの実施

委託 こども家庭課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実１　児童虐待の予防と早期対応12 5
児童虐待防止推進月間の啓発活動、児童

虐待防止講座等により、児童虐待の防止に
資する取組みを積極的に行います。

市民
ポスター、リーフレット、啓
発グッズ等の作成及び配布、
啓発イベント等の開催

直営 こども家庭課

5-6-1　妊
娠期から子
育て期まで
の切れ目な
い支援体制

の構築

5-6-1　妊
娠期から子
育て期まで
の切れ目な
い支援体制

の構築

２．障害のある子どもと家庭への
支援の充実

１．児童虐待の予防と早期対応

    【重点】

３．貧困等、困難な状況にある子
どもと家庭への支援の充実

４．外国につながる子どもと家庭
への支援の充実

障害のある子どもとその家族が必要な
支援を受けながら、住み慣れた地域で
安心して暮らすことができている。

すべての子どもが、生まれ育った家庭
の経済社会状況にかかわらず、未来へ
の希望を持ち、自立する力を伸ばすこ
とができている。

基本施策
目的別事業群シートにおける

成果指標（KPI）

社会的な支援を必要とする子どもたちに対する支援体制の充実を図る必要があります。

目指す姿 担当課

・児童虐待相談件数が増加しています。
・発達障害等の特別な支援が必要な子どもの増加に伴い、支援に関わる事業所や支援員が不足している状況があります。
・生活困窮層の割合が、ふたり親の家庭よりも、ひとり親の家庭の方が高くなっています。
・外国籍等の外国につながる子どもが増加しており、生活や学校で困難な状況があります。

課題

—

学習支援事業参加者の高校進学率

単位

児童虐待の予防

児童虐待の防止・早期発
見

R4 R5 R6R3R2

—

幼稚園に通わせている保護者の、教育
または保育への肯定的回答（楽しんで
通っている）の割合

特別支援学級に在籍する児童・生徒・
保護者の教育活動に対する肯定的回答
の割合

母子父子自立支援プログラム策定者の
うち、就労に繋がっていない割合

基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み
取組み概要 現状と課題の分析 改善の具体的方法

R2

事務事業の目的
対象（誰、何

を）
事業内容、事業計画など

（主な業務など）

実施方法（直
営、委託等の区

分）
担当課

目的別事業
群

　第２子を養育する母親を対象に、「東広島にこに
こプログラム」を開催した。（4期42組）

　地域子育て支援センター等による開催が、積極的
に進められる体制づくりが課題である。

　子育て支援センター等への普及啓発を図る。

　適切なタイミングでの情報連携、及びケースご
との原因分析に基づき、きめ細かな支援を行う。

　関係機関の連携強化による児童虐待の早期発見・
早期解決が継続課題である。

　要保護児童対策地域協議会について、代表者会議
２回、実務者会議４回、ケース会議を３１回開催し
た。

　育児不安等により支援を要する保護者１３名を対
象とした講座を４期にわたり開催した。

　支援が必要な保護者への受講勧奨に向けたアプ
ローチが課題である。

　こども家庭総合支援拠点内において、専門職が
連携してアプローチする。

　第１子の赤ちゃんを育てているお母さんと0歳児を
対象に「BPプログラム」を開催した。（12期87
組）

　児童虐待の一次予防効果も高く、希望者が多いた
め開催回数を増やす必要がある。

　ＢＰファシリテータを養成し、講座実施体制の
強化を図る。

　県との連携により里親登録制度の普及啓発活動
を推進する。

　市内に養護施設が１か所しかないため、里親によ
る受け入れ体制の拡大を図る必要がある。

　保護者が疾病や仕事などの理由により養育が困難
となった家庭の児童を一時的に実施施設において預
かった。（延べ4人、12日）
　県との連携により、里親制度普及セミナーを開催
した。

　児童虐待防止の普及啓発のため、オレンジリボ
ン・キャンペーンや虐待防止啓発イベント等を実施
した。

　継続的に啓発活動を行っていく必要がある。 　継続的に啓発活動を行う。

　定例ミーティングを開催するなど専門職との連携
し、総合的な支援を行った。

　ハード、ソフト両面における支援体制の充実によ
り、拠点機能の更なる充実を図る必要がある。

　専門職との連携による総合的な支援を継続しな
がら、今後の拠点機能について整理を行う。

　未熟児を養育する過程や、ハイリスクを有する家
庭に対し、家庭訪問を行った。

　対象となる家庭は増え、課題も複雑化している。
　関係機関や他の専門職と連携して、チームで支
援を行う。

3
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基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み
取組み概要 現状と課題の分析 改善の具体的方法

R2

事務事業の目的
対象（誰、何

を）
事業内容、事業計画など

（主な業務など）

実施方法（直
営、委託等の区

分）
担当課

目的別事業
群

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実１　児童虐待の予防と早期対応13 13 DV被害者の支援
DV（配偶者等からの暴力）被害者を保

護し、生活・教育・就職等、生活基盤を整
えるための支援をします。

ＤＶ被害者等
ＤＶ被害者からの相談対応及
び母子生活支援施設への入所
措置支援

委託 こども家庭課

5-6-1　妊
娠期から子
育て期まで
の切れ目な
い支援体制
の構築

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実１　児童虐待の予防と早期対応14 14 人権教育・啓発の推進
児童虐待やいじめ等、子どもの人権に関

する問題の解決に向けて、学校における人
権教育を推進します。

小中学校
道徳教育推進リーダー研修の
実施

実施校 指導課
3-1-1　人
権啓発の推
進

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実１　児童虐待の予防と早期対応15 1

家庭児童相談室において、子育てや家庭
を取り巻く様々な問題に関する相談、児童
虐待やＤＶ（配偶者等からの暴力）への対
応を行います。

子育て家庭等

・虐待対応専門員、女性相談
員の配置による児童虐待やＤ
Ｖ被害者への相談体制の構築
・相談記録の管理分析システ
ムの導入

直営 こども家庭課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実１　児童虐待の予防と早期対応15 2

家庭児童相談及びDV対応を担当する職
員等が専門的知識及び技術の向上を図るた
め研修を受講し、専門的見地から対応でき
る人材の確保を図ります。

虐待対応専門
員等

専門機関や学識経験者が行う
専門的研修の受講
　児童虐待、発達支援に係る

スーパーバイズ、療育支援
モデル事業の実施

直営 こども家庭課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実２　障害のある子どもと家庭への支援の充実16 1

子育て・障害総合支援センター（はあと
ふる）の体制を充実させ、発達障害のある
子どもの幼少期から成人期のライフステー
ジにおいて、幼稚園、保育所（園）、学校
等が主体的かつ効果的な支援に取り組める
ようバックアップを行います。

年中・年長の
保護者
【 障 害 福 祉
課】
市内に居住す
る障害（児）
者
【こども家庭
課】
発達障害が疑
われる子ども
と保護者

はあとふる主催「発達障害支
援学習会」への参加
【障害福祉課】
子育て・障害総合相談支援セ
ンター（はあとふる）におけ
る乳幼児期からの早期療育、
学齢期における教育機関との
連携、卒業後の進路、就職な
ど各ライフステージや障害特
性に応じた相談の実施
【こども家庭課】
・1歳6か月児健診や3歳児
健診の受診後、発達に関する
個別相談や健診事後教室の実
施
・はあとふる職員と共に保育
園等に巡回し、保育環境の整
備や保護者へ働きかけを行う

【障害福祉課】
委託
【こども家庭
課】
直営
一部委託

障害福祉課
こども家庭課

指導課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実２　障害のある子どもと家庭への支援の充実16 2
地域イベントでポスター掲示等により、

発達障害への理解について啓発活動を行い
ます。

市民全般 発達障害啓発セミナーの実施 直営 障害福祉課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実２　障害のある子どもと家庭への支援の充実16 3
子どもが発達障害の診断を受けて間もな

い親等に対し、共感的なサポートを行うペ
アレントメンタ—事業を推進します。

市内に居住す
る障害児の保
護者

ペアレントメンターよる障害
児の親等の不安の軽減

直営 障害福祉課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実２　障害のある子どもと家庭への支援の充実17 1

特別な支援が必要な子どもについて、保
育所（園）、幼稚園、放課後児童クラブで
の受け入れ体制を整え、一人ひとりに必要
な手立てを行った上で、健全な心身の発達
を促します。

【保育課】
特別な支援が
必要な子ども
【 障 害 福 祉
課】
市内に居住す
る障害（児）
者

【保育課】
・加配職員の配置等受入体制
の構築
・特別な支援の必要な幼児に
応じた支援を行い、個々の能
力に応じた教育の場を提供
【障害福祉課】
・ 療 育 待 機 児 童 相 談 業 務
（いっぽっぽ教室）
・障害児余暇活動支援事業

【保育課】
直営、委託
【障害福祉課】
委託

障害福祉課
保育課

【保育課】
5-6-2　保
育環境の充
実
3-2-1　幼
児教育・保
育の充実

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実２　障害のある子どもと家庭への支援の充実17 2
医療的ケアが必要な子どもについても、

個々の障害に応じた総合的な支援体制の充
実を目指します。

【保育課】
医療的ケアが
必要な子ども
【 障 害 福 祉
課】
市内に居住す
る障害（児）
者

【保育課】
看護師の配置等受入体制の構
築
【障害福祉課】
はあとふるにおける個別の障
害に応じた相談

【保育課】
直営
【障害福祉課】
委託

障害福祉課
保育課

【保育課】
5-6-2　保
育環境の充
実

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実２　障害のある子どもと家庭への支援の充実18
障害のある子どもに対す
る相談体制の充実

自立支援協議会へ参加する事業所を増や
し、ケアマネジメントの質の向上や連携強
化のための研修会を通し、相談支援専門員
の底上げを促進します。

市内に居住す
る障害（児）
者

・相談支援従事者初任者研修
事前研修
・相談支援充実強化研修

委託 障害福祉課 －

5-6-1　妊
娠期から子
育て期まで
の切れ目な
い支援体制

の構築

【障害福祉
課】
5-5-2　障
害者の自立
支援
【こども家
庭課】
5-6-1　妊
娠期から子
育て期まで
の切れ目な
い支援体制
の構築
3-2-1　幼
児教育・保
育の充実

子育て相談体制の強化

発達障害等、障害のある
子どもへの支援

発達障害のある子どもや
親への支援

　適切なタイミングでの情報連携及びケースごと
の原因分析に基づき、きめ細かな支援を行う。

　児童虐待やＤＶの早期発見・早期解決に向けた関
係機関の連携強化が継続的な課題である。

　関係機関との連携により、子育てや家庭を取り巻
く様々な問題に関する相談、児童虐待やＤＶへの対
応を行った。

　専門職による対応研修等を開催した。
　ＤＶ専門の女性相談員を１名配置した。

　児童虐待やＤＶのケースが増加傾向にあり、相談
員の更なるスキル向上が必要である。

　引き続き専門職による研修を行うとともに、
ケース検討研修を実施する。

　施設側と連携し、オンラインを活用した面談等
を実施する。

　自立に向けた細やかなフォローアップが必要であ
る。

　引き続き保護が必要な４世帯について、母子生活
支援施設の入所を措置した。

　市内全小中学校から道徳推進教師の参加による道
徳教育推進リーダー研修を実施した。

　道徳科は、「人間尊重の精神、他者理解」といっ
た人権感覚の醸成に係る重要な内容を含んでいるこ
とにも触れ、各校で行われる授業の中で、意識した
指導が行われるよう取り組んだ。

　道徳教育推進リーダー研修の場だけでなく、校
内研修をはじめとする研修の場で、人権感覚の涵
養を基盤として、人権に関する様々な資質・能力
を育むことの大切さについての理解が図られるよ
う、取組を行う。

　ペアレントメンターのスキルアップ研修や情報交
換会を実施した。

　ペアレントメンター制度の周知を図っていく必要
がある。

　保育所や小学校など、児童と接する場所への周
知を図り、利用促進を行う。

【保育課】
　多様な教育・保育ニーズに対応するため、公立施
設での必要な人員の配置及び各私立保育施設の運営
費の支援を行った。

【障害福祉課】
・療育待機児童相談業務（いっぽっぽ教室）を9回開
催し、延べ８人が参加した。
・障害児余暇活動支援事業を１３回実施し、延べ78
人が参加した。

【保育課】
　引き続き、各教育・保育施設の運営に対して支援
していく必要がある。

【障害福祉課】
　引き続き、障害を持つ児童の療育支援を行うとと
もに、余暇活動などの居場所づくりに努める。

【保育課】
　市内の各地域の教育・保育ニーズを把握すると
ともに、必要に応じて支援していく。

【障害福祉課】
　引き続き、制度の周知、広報など行いながら、
事業を実施していく。

【障害福祉課】
　子育て・障害総合相談支援センター（はあとふ
る）において、関係機関と連携し、各ライフステー
ジや障害特性に応じた相談を実施した。

【こども家庭課】
　健診事後教室は専門機関に委託して、子どもの発
達支援を強化し、保護者の不安解消を図った。
健診後の個別相談は心理相談員の3人体制により実施
した。

【指導課】
「子どもの発達が気になるお父さん・お母さんの勉
強会」において、講演を行った。
　はあとふるとの連携会議（毎月１回）を開催し
た。

【障害福祉課】
　地域共生社会の推進のため、各生活圏域に合わせ
たコーディネーターの配置を検討していく必要があ
る。

【こども家庭課】
　感染症拡大に伴い、外出を自粛して子育てを行う
中で、子供の成長発達に不安を持つ保護者が増え、
個別相談の希望者が増加した。

【指導課】
　小中学校から、はあとふるによる巡回相談を希望
する声が増加している。就学した児童生徒の小中学
校におけるサポート体制の充実を図る必要がある。

【障害福祉課】
　生活圏域ごとにコーディネーターの担当を割り
振り、対応する。

【こども家庭課】
　感染対策を講じての個別相談や健診事後教室を
実施し発達に対する不安の解消につながる体制整
備を行う。

【指導課】
　小中学校特別支援教育コーディネーター、福祉
関係者を含めた学習会開催の可能性について検討
する。

　発達障害啓発セミナーを６回開催し、延べ４９０
人が参加した。

　引き続き、セミナーなどを通じ、発達障害への理
解促進を図り、早期発見や支援につなげていく必要
がある。

　職種ごとに対象を絞るなど、参加しやすい実施
方法で開催する。

【保育課】
　看護師を配置し、医療的ケア児の受入を行った。

【障害福祉課】
　はあとふるに医療的ケア児専門のコーディネー
ターを配置して、相談に対応した。

【保育課】
　医療的ケア児の入所ニーズを把握し、受入体制を
構築する必要がある。

【障害福祉課】
　医療的ケア児の把握や継続的な支援が可能となる
よう体制を整備していく必要がある。

【保育課】
　入所希望者の状況を把握するとともに、受入が
可能となるような体制を整えていく。

【障害福祉課】
　引き続き、医療的ケア児専門のコーディネー
ターを配置するなど、体制づくりを進める。

　はあとふるコーディネータによる相談支援従事者
初任者研修事前研修の実習など、相談支援専門員の
質の向上を図った。

　相談支援専門員の質の向上や連携強化を図るた
め、引き続き、研修を通じ、コーディネーターや相
談支援専門員の底上げを促進する必要がある。

　引き続き、研修を実施していく。
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第２期東広島市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（令和２年度）

基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み
取組み概要 現状と課題の分析 改善の具体的方法

R2

事務事業の目的
対象（誰、何

を）
事業内容、事業計画など

（主な業務など）

実施方法（直
営、委託等の区

分）
担当課

目的別事業
群

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実２　障害のある子どもと家庭への支援の充実19
障害のある子どもの経済
的負担の軽減

各種手当の給付、福祉助成券の交付、重
度心身障害者医療費助成、特別支援教育就
学奨励費支給等により、障害のある子ども
やその家庭の経済的負担の軽減を図り、子
どもの育ちを支援します。

【学事課】
要綱に定めた
障害の程度に
該当する児童
若しくは生徒
または特別支
援学級に在籍
する児童若し
くは生徒の保
護者
【 障 害 福 祉
課】
市内に居住す
る障害（児）
者

【学事課】
・学校等を通じた制度の周知
・就学奨励対象者の審査・認
定
・学用品費や給食費など学校
生活において必要な費用の支
給
【障害福祉課】
・障害児福祉手当、重度心身
障害児福祉手当、特別児童扶
養手当の給付
・福祉助成券（タクシー乗車
助成券）の交付
・福祉助成券（紙おむつ購入
助成券）の交付
・重度心身障害者医療費助成
・難聴児児童発達支援セン
ター通所助成

直営
障害福祉課

学事課

【学事課】
3-3-2　特
別なニーズ
に対応した
教育の充実
【障害福祉
課】
5-5-2　障
害者の自立
支援

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実２　障害のある子どもと家庭への支援の充実20 1

居宅サービスでの生活をサポートする、
障害福祉サービス（居宅介護、短期入所、
移動支援、日中一時支援等）を実施しま
す。

市内に居住す
る障害（児）
者

・障害福祉サービスの実施
・補装具費・日常生活用具の
支援

直営 障害福祉課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実２　障害のある子どもと家庭への支援の充実20 2
補装用具の支給、日常生活用具の給付や

介護者への慰労金の支給など、障害がある
子どもの在宅生活を支援します。

市内に居住す
る障害（児）
者

補装具費・日常生活用具の支
援

直営 障害福祉課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実２　障害のある子どもと家庭への支援の充実20 3

障害のある子どもが身近な地域で支援が
受けられるよう、障害児通所支援（児童発
達支援、医療型児童発達支援、放課後等デ
イサービス、保育所等訪問支援）を実施し
ます。

市内に居住す
る障害児

障害児通所支援 直営 障害福祉課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実２　障害のある子どもと家庭への支援の充実21 1
発達障害等、障害のある
子どもへの就学支援

発達障害のある子ども等が、ライフス
テージ移行後も安心や信頼感を継続できる
よう、就学時の幼保小連携及び教育相談等
を行います。

【保育課】
発達障害のあ
る子ども等
【指導課】
就学児・小中
学 校 在 籍 児
童・保護者
【 障 害 福 祉
課】
市内に居住す
る障害児

【保育課】
幼保小連携の推進
【指導課】
・特別支援教育相談員の配置
・教育支援委員会の開催と対
象児童生徒についての教育相
談
【障害福祉課】
障害児通所支援

直営
障害福祉課

保育課
指導課

【保育課】
3-2-1　幼
児教育・保
育の充実
【指導課】
3-3-2　特
別なニーズ
に対応した
教育の充実

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実３　貧困等、困難な状況にある子どもと家庭への支援の充実22 1

就労に関する相談や母子及び父子家庭自
立支援教育訓練給付金の支給など各種助成
を行うことにより、ひとり親家庭の自立
（就労）を支援し、制度の周知を図りま
す。

母子家庭の母
及び父子家庭
の 父 で あ っ
て、児童扶養
手当の支給を
受けているな
どの一定の要
件を満たして
いる者

就労に関する相談や母子及び
父子家庭自立支援教育訓練給
付金の支給など各種助成

直営 こども家庭課

5-6-1　妊
娠期から子
育て期まで
の切れ目の
ない支援体
制の構築

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実３　貧困等、困難な状況にある子どもと家庭への支援の充実22 2
住宅の確保に特に配慮を要するひとり親

家庭の居住の安定を図るため、公営住宅の
入居者抽選において倍率を優遇します。

市内に居住又
は勤務してい
る者で、ひと
り親に該当す
る者

住宅に困窮している低所得者
等に対する低廉な家賃住宅の
賃借

入居者抽選につ
いては、直営

住宅課 －

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実３　貧困等、困難な状況にある子どもと家庭への支援の充実23 23
ひとり親家庭の経済的負
担の軽減

ひとり親家庭等医療費公費負担、児童扶
養手当の支給などにより、ひとり親家庭の
経済的負担の軽減を図り、子どもの育ちを
支援します。

18歳に達する
日以後の最初
の3月31日ま
での間にある
児童（障がい
児の場合は20
歳未満）を監
護 す る 父 、
母、又は父母
以外の者で当
該児童を養育
する養育者

ひとり親家庭等医療費公費負
担、児童扶養手当の支給

直営 こども家庭課

5-6-1　妊
娠期から子
育て期まで
の切れ目の
ない支援体
制の構築

5-5-2　障
害者の自立
支援

障害のある子どもに対す
る福祉サービスの実施

ひとり親家庭の自立支援
の充実

【学事課】
　特別支援学級に在籍する児童生徒等の保護者へ、
学用品費、給食費等の支給を行った。

【障害福祉課】
　各種手当の給付や生活のための費用助成などを
行った。

【学事課】
　特別支援学級に在籍しているなど、対象者が明確
なため、学校と連携して申請漏れがない体制が作れ
ており、適切に学用品費等の支給ができている。

【障害福祉課】
　引き続き、適切かつ迅速に手当等の給付事業を実
施していく必要がある。

【学事課】
　引き続き学校と連携し、対象者へ適切に学用品
費等の支給を行っていく。

【障害福祉課】
　適切かつ迅速に給付を行うために、助成券の交
付方法の見直しなど、事務の効率化に努める。

　居宅での生活をサポートする、障害福祉サービス
（居宅介護、短期入所、移動支援、日中一時支援
等）をサービス等利用計画（案）に基づき支給決定
した。

　適切に居宅サービスでの生活をサポートする、障
害福祉サービスを実施していく必要がある。

　引き続き、サービス等利用計画（案）に基づ
き、適切に支給決定していく。

【障害福祉課】
　発達障害のある子どもが身近な地域で支援が受け
られるよう、障害児通所支援を実施した。

【指導課】
　特別支援教育相談員による教育相談、学校訪問を
実施した。教育支援委員会の開催と就学後の支援へ
の指導助言を行った。

【保育課】
　スムーズな支援が行えるよう就学前に連携会議を
実施し、情報の共有を図った。

【障害福祉課】
　発達障害のある子ども等が、ライフステージに
あった支援を受けるため、障害児通所支援が必要で
ある。

【指導課】
　対象児童生徒の増加に伴う、小中学校における支
援体制の充実が必要である。

【保育課】
　就学前だけではなく幼保小の連携を強化していく
必要がある。

【障害福祉課】
　引き続き、障害児通所支援により、発達障害の
ある子どものライフステージにあった支援を行っ
ていく。

【指導課】
　専門家等巡回相談の実施方法を改善し、医療、
福祉等、関係機関との連携の促進を図り、校内支
援体制の充溢に繋げる。

【保育課】
　幼保小での連携、情報共有を推進し、就学への
スムーズな接続を図っていく。

　就職や転職を希望する児童扶養手当を受給してい
るひとり親に対する、個別支援プログラム作成や各
種助成を行った。

　企業側（就労先）との連携強化が必要である。
　産業振興課やハローワーク等の関係機関を通し
て、企業側との連携強化を図る。

　身体の損なわれた機能を補完・代替する補装具費
の支給、日常生活上の困難を改善する日常生活用具
の給付や介護者への慰労金の支給など、障害がある
子どもの在宅生活を支援した。

　補装具費・日常生活用具の支援などにより、障害
がある子どもの在宅生活を支援していく必要があ
る。

　引き続き、補装具費・日常生活用具の支援など
により、障害がある子どもの在宅生活を支援して
いく。

　自立支援協議会に参加する障害児通所支援事業
所及び障害福祉サービス事業所を増やし、研修会
等を実施することにより、サービスの質の向上を
目指す。

　障害児通所支援については、利用者が多いため、
障害特性に合致した支援機関に通所することが必要
である。

　障害のある子どもが身近な地域で支援が受けられ
るよう、障害児通所支援を実施した。

　住宅の確保に特に配慮を要するひとり親家庭の居
住の安定を図るため、公営住宅の入居者選考におい
て優先的な取扱いを行った。

　令和２年度において、ひとり親世帯は37世帯申
し込みがあり、その内15世帯が入居した。

－

　受給要件について適宜確認を行いながら、児童扶
養手当及びひとり親家庭等医療費の支給を行った。

　制度改正が頻繁にあり、手続きも煩雑であること
から、受給者が混乱する場合がある。

　対象者に情報が正確に伝わるよう、適切な周知
と説明に努める。
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第２期東広島市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（令和２年度）
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No (No) 取組み
取組み概要 現状と課題の分析 改善の具体的方法

R2

事務事業の目的
対象（誰、何

を）
事業内容、事業計画など

（主な業務など）

実施方法（直
営、委託等の区

分）
担当課

目的別事業
群

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実３　貧困等、困難な状況にある子どもと家庭への支援の充実24 1
児童青少年総合相談室において学校生活

や子育てに関する保護者の相談業務を行い
ます。

幼児・児童・
生徒の保護者

教育相談員、カウンセラー、
児童厚生員による相談の実施

直営 指導課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実３　貧困等、困難な状況にある子どもと家庭への支援の充実24 2
小中学校においては、心のサポーターに

よる相談業務を行います。

児童・生徒・
保護者・教職
員

全ての小中学校への心のサ
ポーターの配置

直営 指導課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実３　貧困等、困難な状況にある子どもと家庭への支援の充実25 1

生活困窮者自立支援法に基づき、家庭支
援員を配置し、生活保護世帯等の子どもに
対する学習支援、定期的な家庭訪問による
親への進学の助言などを実施します。

小１～中３
生活保護受給世帯や生活困窮
世帯の児童生徒に対する学習
支援の実施

直営・委託
地域共生推進

課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実３　貧困等、困難な状況にある子どもと家庭への支援の充実25 2

生活保護世帯等の小中学生を対象に週１
回、市内の公共施設等で大学生や教員ＯＢ
等のボランティアスタッフによる集合型の
学習支援を実施します。

小１～中３
生活保護受給世帯や生活困窮
世帯の児童生徒に対する学習
支援の実施

委託
地域共生推進

課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実３　貧困等、困難な状況にある子どもと家庭への支援の充実25 3
生活困窮の状態にある子どもと家庭に対

して、最低限度の生活を保障するため、生
活保護による自立の援助を行います。

生活保護の被
保護者

生活保護法に基づく扶助費の
給付

直営
地域共生推進

課

6-1　市民
ニーズの的
確な把握と
質の高い行
政サービス
の提供

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実３　貧困等、困難な状況にある子どもと家庭への支援の充実25 4
就学援助制度により、生活困窮と認めら

れる家庭の経済的負担の軽減を図り、就学
機会の確保のための支援を行います。

経済的理由に
よって就学が
困難と認めら
れる児童、生
徒、就学予定
者の保護者

・学校等を通じた制度の周知
・就学援助対象者の審査・認
定
・学用品費や給食費など学校
生活において必要な費用の支
給

直営 学事課

3-3-2　特
別なニーズ
に対応した
教育の充実

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実３　貧困等、困難な状況にある子どもと家庭への支援の充実26 関係機関の連携の強化

貧困等、困難な状況にある子どもについ
て、必要な支援が受けられるよう、幼稚
園、保育所及び学校等と支援機関が連携で
きる体制を充実します。

【地域共生推
進課】
生活保護の被
保護者
【保育課】
貧困等、困難
な状況にある
家庭
【青少年育成
課】
児童、生徒

【地域共生推進課】
・支援機関との連携推進
【保育課】
・支援機関との連携の推進
【青少年育成課】
・支援機関との連携の推進

直営

地域共生推進
課

保育課
青少年育成課

【地域共生
推進課】
6-1　市民
ニーズの的
確な把握と
質の高い行
政サービス
の提供
【保育課】
5-6-2　保
育環境の充
実
【青少年育
成課】
3-3-3　地
域と連携し
た青少年健
全育成の環
境づくり

3-3-3　地
域と連携し
た青少年健
全育成の環
境づくり

5-5-3　地
域での支え
合いの促進
と総合的な
相談支援体
制の構築

生活困窮家庭の子どもに
対する支援

子育て相談体制の強化

　児童青少年総合相談室において、教育相談員、カ
ウンセラー、児童厚生員が児童・生徒、幼児・児
童・生徒の保護者の相談業務を行った。

　総合相談室での相談件数は減少したが、これは感
染症の影響と思われる。

　引き続き、ちらしの配布等により、学校を通じ
て児童生徒や保護者への周知を行う。

　小中学校において、心のサポーターが児童生徒、
教職員、保護者からの相談に自身の教職経験を活か
し、相談業務を行った。

　心のサポーターへの相談件数は増加しており、内
容も　不登校児童生徒対応など、社会の変化と共に
多岐にわたっているが、様々な相談に対応する難し
さがある。

　教育相談に携わるカウンセラーや教育相談員等
との情報連携の会を開催し、心のサポーターの能
力の向上を図る。

　活用可能な制度について常に情報収集しながら
関係機関との連携をして対応する。

　保護者へ配布している制度の案内をわかりやす
いものにしたり、周知する機会を増やすことを検
討する。

　高齢者で年金が少額又は無年金、精神疾患等によ
り職を失う、就労が長続きしない、離婚してひとり
親世帯にななっても実家に戻らず、生活がすぐに困
窮するといった社会の変化による相談が増えてい
る。

　市ホームページや、学校を通じて就学援助制度の
案内を行い、周知を図っているが、まだ、制度を知
らない保護者がいる。

　困窮のため最低限度の生活を維持できない被保護
者に対して必要な扶助を行った。

　経済的に困窮し、就学援助制度の認定要件に該当
する申請者（保護者）に対し、学用品費、給食費等
の支給を行った。

　家庭支援員による生活保護世帯等の子どもに対す
る学習支援を実施した。

　より多くの子どもたちの学習機会を確保する必要
があるが、支援員が不足している。

　生活困窮世帯の子どもたちの学習機会を確保す
るため、訪問学習支援を実施する家庭支援員の数
を2人に増員する。

　生活保護世帯等の小中学生を対象に週１回、市内
の公共施設等で集合型の学習支援を実施した。

　新たな学習支援の希望があっても、送迎がボトル
ネックとなっている。

　遠方や年度途中から集合型学習支援の利用を希
望する世帯に対応するため、タクシーによる送迎
回数を増やす。

【地域共生推進課】
　相談のなかで連携の必要が生じた場合は、すみや
かに関係機関と連携した。

【保育課】
　各施設の保育コーディネーターを中心に支援を行
うとともに、必要に応じて関係機関との連携を図っ
た。

【地域共生推進課】
　生活保護廃止時の他部門との連携が課題がある。
特に生活支援センターの家計支援事業への引き続き
ができなかった。

【保育課】
　支援の必要な家庭の状況を正しく把握し、的確な
支援につなげる必要がある。

【地域共生推進課】
　生活保護廃止時のチェックリストを作成し、他
部門との連携漏れを回避する。

【保育課】
　引き続き、園所における支援を行うとともに、
関係機関との連携を図っていく。

6
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基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み
取組み概要 現状と課題の分析 改善の具体的方法

R2

事務事業の目的
対象（誰、何

を）
事業内容、事業計画など

（主な業務など）

実施方法（直
営、委託等の区

分）
担当課

目的別事業
群

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実４　外国につながる子どもと家庭への支援の充実27 1

学校と連携を図り、外国につながる児
童・生徒に対し、学校外での日本語学習・
教科学習支援を行うとともに、学校外での
居場所づくりを推進します。

・外国につな
がる児童・生
徒
・日本語学習
支援及び居場
所づくり

・にほんごひろばU-18開催
外国につながる児童・生徒を
対象とした日本語学習・教科
学習支援、社会見学等の実施
及び居場所づくり

委託
市民生活課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実４　外国につながる子どもと家庭への支援の充実27 2
生活上の困りごとについて、多言語によ

る生活相談を行います。

・外国人市民
・多言語によ
る相談窓口の
開設

・コミュニケーションコー
ナー開設
外国人市民の生活全般に係る
相談への多言語対応

委託
市民生活課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実４　外国につながる子どもと家庭への支援の充実27 3

外国につながる子どもの個別対応のた
め、大学生や留学生とも連携・協力し、人
材を確保するとともに、子どもや保護者へ
の接し方について、保育士及び放課後児童
支援員への研修を実施します。

【 市 民 生 活
課】
事業内容検討
中
【保育課】
保育士及び放
課後児童支援
員

【市民生活課】
事業内容検討中
【保育課】
研修の実施

【市民生活課】
事業内容検討中
【保育課】
外部サービスの
活用

市民生活課
保育課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実４　外国につながる子どもと家庭への支援の充実27 4
教育・保育や子育て支援を円滑に利用す

ることができるよう、通訳者、情報端末等
を活用した翻訳機能を強化します。

【市民生活
課】
・外国人市民
に対応する各
種行政窓口
・行政国際化
推進員配置・
自動翻訳ツー
ルの配備
【保育課】
保育施設
【こども家庭
課】
母子保健事業
の利用者

【市民生活課】
・行政国際化推進員配置・自
動翻訳ツールの配備
各種行政窓口への自動翻訳
ツールの配備
【保育課】
保育施設での自動翻訳ツール
の活用
【こども家庭課】
健診や家庭訪問等の母子保健
事業実施時に通訳の配置や自
動翻訳ツールの利用

【市民生活課】
直営
【こども家庭
課】
直営

市民生活課
こども家庭課

保育課

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実４　外国につながる子どもと家庭への支援の充実27 5

「東広島市立小・中学校ガイドブック」
を作成し、本市の小中学校に転入学する児
童生徒及び未就学児の保護者へ配布するこ
とで、日本の教育制度等への理解を促し、
外国につながる子どもが学校教育を受ける
ことができるよう支援します。

【学事課】
本市の小中学
校へ転入学す
る外国籍の児
童、生徒及び
未就学児の保
護者
【保育課】
未就学児の保
護者
【指導課】本
市小中学校に
編入学する外
国人児童生徒
及び未就学児
の保護者

【学事課】
外国語のガイドブック作成及
び転入学手続きに来庁した外
国籍の保護者への配布・教育
制度の説明
【保育課】
就学前児童へのガイドブック
配布
【指導課】本市小中学校に編
入学する外国人児童生徒及び
未就学児の保護者へガイド
ブック配付

【学事課】
直営
【保育課】
配布
【指導課】本市
小中学校に編入
学する外国人児
童生徒及び未就
学児の保護者へ
のガイドブック
を作成

保育課
学事課
指導課

【学事課】
3-3-1　学
校運営の支
援と教育内
容の充実
【保育課】
5-6-2　保
育環境の充
実
【指導課】
3－3－2
特別なニー
ズに対応し
た教育の充
実

２　社会的な支援が必要な子どもへの支援の充実４　外国につながる子どもと家庭への支援の充実27 6

外国につながる子どもの実態を把握する
とともに、関係機関と連携し、学校等へ通
訳を派遣することで、特に就学時や進学時
における保護者とのコミュニケーションを
支援します。

【市民生活
課】
・市立小中学
校等
・通訳・支援
員派遣調整
【指導課】
外国人幼児児
童生徒や保護
者の通訳
【保育課】
　外国につな
がる保育所等
入所児童及び
保護者

【市民生活課】
・通訳者の派遣
担当課からの依頼による学校
等に派遣する支援員の調整
【指導課】
通訳・支援員の派遣による学
校生活への適応支援
【保育課】
外国につながる子どもの実態
把握及び保護者へのコミュニ
ケーション支援

【市民生活課】
委託
【指導課】
東広島市教育文
化振興事業団多
文化共生コー
ディネーターと
連携を図り、通
訳・支援員を学
校へ派遣
【保育課】
直営、委託

市民生活課
保育課
指導課

【市民生活
課】
2-6-1　言
語・文化等
の違いによ
らない円滑
な暮らしの
実現
【指導課】
3－3－2
特別なニー
ズに対応し
た教育の充
実
【保育課】
5-6-2　保
育環境の充
実

【市民生活
課】
2-6-1　言
語・文化等
の違いによ
らない円滑
な暮らしの
実現
【保育課】
5-6-2　保
育環境の充
実
【こども家
庭課】
5-6-1　妊
娠期から子
育て期まで
の切れ目な
い支援体制
の構築

2-6-1　言
語・文化等
の違いによ
らない円滑
な暮らしの
実現

外国につながる子どもへ
の支援の充実

　生活上の困りごとについて、多言語による生活相
談を行った。

　R2年度は、約2,800件の様々な相談を受けた
が、相談窓口の存在を知らない外国人市民も一定数
いる。

　一人でも多くの外国人市民に知ってもらうため
に、新規転入の外国人市民には引き続きハガキで
相談窓口等を知らせるとともに、SNSでの情報発
信も強化する。

【保育課】
　現場のニーズに即した研修の企画・実施を進め
ていく。

【保育課】
　外国につながる子どもの入所が多い施設を中心
に、接し方や支援方法についての正しい知識を持つ
必要がある。

【保育課】
　新型コロナウイルス感染症の影響もあり、保育士
等を対象とした研修が実施できなかった。

　学校と連携を図り、外国につながる児童・生徒に
対し、学校外での日本語学習・教科学習支援を行う
とともに、学校外での居場所づくりを行った。

　各回の支援者の配置人数（学生ボランティア
等）を増やし、よりきめ細やかな支援を行う。
　また、小学5年生あたりから落ち着いてくる児童
が多いため、小学1～4年生と小学5年生～中高生
に分けて事業を行う。

　R2年度は、小学生と中高生に分けて事業を行
い、昨年度よりきめ細やかな支援につながった。し
かし、子どもによって、日本語能力等の差が著しい
ため、さらに一人一人に合った支援を行う必要があ
る。

　関係機関と連携して学校等へ通訳を派遣すること
で、保護者とのコミュニケーションを支援した。

【指導課】
外国人幼児児童生徒や保護者に対して通訳・支援員
を派遣し、学校生活への適応支援を行った。

【保育課】
入園時のおたより等を翻訳し、スムーズな入園手続
きが可能となるよう支援を行った。

【指導課】
　外国につながる児童生徒が毎年増えていることよ
り、要請も増えているが、令和２年度は、コロナウ
イルス感染症拡大防止のため要請が減った。

【保育課】
　外国につながる子どもの実態把握が不十分であっ
た。

【指導課】
　外国につながる児童生徒が在籍する学校が活用
できるよう日本語学級担当者研修等において知ら
せる。

【保育課】
　外国につながる子どもの実態把握及び求められ
る支援についての調査

【市民生活課】
　教育・保育や子育て支援を円滑に利用することが
できるよう、通訳者、情報端末等を活用した翻訳機
能を強化した。

【保育課】
　保育施設配備のタブレットへの自動翻訳ツール導
入や、保護者説明資料の各言語への翻訳を実施し
た。

【こども家庭課】
乳幼児健診や家庭訪問等の母子保健事業の実施時に
は通訳を配置して対応した。
また、事業の案内や通知も英語中国語版を作成し
た。

【市民生活課】
　行政国際化推進員の通訳や翻訳ツールの活用によ
り、窓口や訪問先等でのコミュニケーションは取り
やすくなっているが、電話でのコミュニケーション
については、対応言語に限りがあり、課題となって
いる。

【保育課】
　保護者への詳細な説明が必要な場合には翻訳ツー
ルでの対応が難しい場面がある。
【こども家庭課】
英語、中国語、ベトナム語での対応となり、それ以
外の言語に対する通訳者がいない。

【市民生活課】
　他機関との連携による電話通訳サービスの導入
を検討する必要がある。

【保育課】
　詳細な説明が必要な場合のおたよりの翻訳な
ど、状況に応じた支援を行っていく。

【こども家庭課】
電話等による通訳サービスの活用により、全ての
言語に対応できる体制を検討する必要がある。多
言語に対応している子育て支援アプリぽけすくの
活用を促していく。

【学事課】
　引き続き、関係課と連携して必要に応じて内容
を更新し、外国籍児童生徒にとって、使いやすい
ガイドブックを作成する。

【指導課】
　外国につながる児童生徒が円滑に学校に適応で
きるように学事課や学校、保護者と連携を図る。

【保育課】
　年長児を中心に、市ホームページに掲載のガイ
ドブックを周知し、日本の教育制度等への理解を
促す。

【学事課】
　必要に応じて内容を更新し、外国籍児童の入学に
役立てている。

【指導課】
　外国につながる児童生徒が毎年増えていることに
より、日本語初期指導教室を設置し10名の児童生
徒が入級した。

【保育課】
　保育施設での就学に向けたニーズの把握が十分で
なかった。

【学事課】
　外国籍の児童生徒が編入する際に、保護者へ配布
し、入学へ向けての準備に活用してもらった。

【指導課】
　ガイドブックを配付し親子で日本の小中学校への
適応を促した。
　来日して間もない日本語指導が必要な外国につな
がる児童生徒が、編入後の学校生活への適応を円滑
に図るために、日本語初期指導教室を設置する。

【保育課】
　保育施設での配布は実施できなかった。
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第２期東広島市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（令和２年度）

基本目標３　　仕事と子育てを両立するための支援の充実
●目指す姿：・子育てをする母親、父親が、仕事と子育てを両立することができています。

R1

現状値 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率

保育課 人 0 0 0 100% 0 0 0 0

保育課 人 10 0 0 100% 0 0 0 0

人権男女共同
参画課

人 189 150 649 433% 150 150 150 150

人権男女共同
参画課

人 1,125 1,000 421 42.10% 1,000 1,000 1,000 1,000

保育課 人 0 0 0 100% 0 0 0 0

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実１　待機児童の解消28 1

施設型給付により、保育所（園）、幼稚
園、認定こども園を充実させ、市内の各地
域で多様な教育・保育ニーズに対応できる
体制を構築します。

私立保育園等 私立保育園等への運営費支弁 民間 保育課

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実１　待機児童の解消28 2
幼保連携型認定こども園の普及を図りま

す。
新制度未移行
幼稚園等

認定こども園移行への協議、
支援

民間 保育課

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実１　待機児童の解消28 3
地域型保育給付により、必要に応じて、

小規模保育等の保育サービスを提供し、低
年齢児の定員確保に努めます。

小規模保育等
小規模保育等への地域型保育
給付支弁

民間 保育課

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実１　待機児童の解消29
【新規】教育・保育環境
の充実

教育・保育施設を計画的に整備し、地域
の特性に応じた教育・保育サービスを提供
します。

保育所等の児
童

保育所適正配置基本構想
　西条東保育所の建て替え

直営 保育課
5-6-2　保育
環境の充実

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実１　待機児童の解消30 1
保育補助者等の活用や処遇改善等によ

り、保育士等の労働環境を改善し、保育人
材の確保を図ります。

保育士等
・保育士就職相談会の開催
・潜在保育士等の復職支援

直営 保育課

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実１　待機児童の解消30 2
ＩＣＴの活用による保育士の負担軽減を

図ります。
保育士等 保育支援システムの利活用 委託 保育課

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実１　待機児童の解消31 1

共働き家庭等の児童が、放課後、安全に
健やかに過ごせるよう、放課後児童クラブ
を実施します。また、学校の空き教室等を
活用し、施設整備を計画的に進め、対象児
童の拡大等の新たな取組みを推進します。

放課後児童ク
ラブ利用者

放課後児童クラブ運営
　・民間事業者による受け皿
の拡充
　・志和いきいきこどもクラ
ブの整備

直営と民間 青少年育成課
5-6-2　保育
環境の充実

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実１　待機児童の解消31 2
「新・放課後子ども総合プラン」に基づ

き、放課後児童クラブと放課後子供教室の
連携を推進します。

小学校の児童 放課後子供教室の実施
直営（ボラン
ティアスタッフ
含む）

青少年育成課

3-3-3　地域
と連携した青
少年健全育成
の環境づくり

　民間による運営形態の検討や、民間施設の拡充
により待機児童の解消を進める。

　連携の推進にあたり、各教室から課題やニーズ
等の聴き取りを行うとともに、先進事例などを参
考に課題解決を図る。

改善の具体的方法

　市内の各地域の教育・保育ニーズを把握すると
ともに、必要に応じて支援していく。

　認定こども園への移行が円滑に進められるよ
う、必要に応じて理解を求めていく。

　市内の各地域の教育・保育ニーズを把握すると
ともに、必要に応じて支援していく。

　工損調査を行うとともに、旧園舎解体工事・園
庭整備工事の施工業者と協力して、悪影響を最小
限に抑えるよう努める。

　市中心部については、今後も待機児童の発生が予
想さる。公設施設は限界を迎えており、民間を活用
した拡充が必要となっている。

　事業を実施している小学校区の割合及び放課後児
童クラブとの連携内容が充分ではない。

現状と課題の分析

　引き続き、各保育施設の運営に対して支援してい
く必要がある。

　一部の地区においては、認定こども園がなく、選
択肢の幅が狭い状態になっている。

　引き続き、各保育施設の運営に対して支援してい
く必要がある。

　市街地に律していることから、工事に伴う騒音・
振動等による周辺への悪影響が懸念される。

　専用施設や、学校の空き教室を利用して59の公設施
設のほか、民間による10施設の計69施設を運営。

　市内の各小学校の余裕教室や地域センターなどで、
子どもたちに学習や様々な体験、交流の機会を提供す
るため、放課後子供教室を実施した。

取組み概要

　市内の各地域で多様な教育・保育ニーズに対応した
保育環境を構築するため、各私立保育施設の運営費の
支援を行った。

　各地域において、多様な教育・保育ニーズが提供で
きるよう、認定こども園移行を推進した。

　市内の各地域で多様な教育・保育ニーズに対応した
保育環境を構築するため、各私立保育施設の運営費の
支援を行った。

　西条東保育所の建替え工事を進めた。

R6

基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み
対象（誰、何

を）
事業内容、事業計画など

（主な業務など）

実施方法（直
営、委託等の区

分）
担当課 目的別事業群

R3

２．働く⼥性の応援

基本施策 担当課

5-6-2　保育
環境の充実

5-6-2　保育
環境の充実

R4 R5

　保育人材を確保するため、各保育施設と連携すると
ともに、保育士就職相談会の開催及び保育士復職支援
コーディネーターによる潜在保育士の復職支援を行っ
た。

　公立施設においてICTによる事務の効率化を検討す
るとともに、私立施設へのICT化の支援を行った。

　引き続き、各保育施設と連携し、保育人材の確保
に努めていく必要がある。

　現場のニーズに沿ったICTの活用方法を更に検討
していく必要がある。

　保育人材を新たに確保していくとともに、保育
士の定着及び復職支援を行っていく。

　負担軽減を図るため、引き続き検討、支援を進
めていく。

事務事業の目的

教育・保育、放課後児童クラブを必要
とする家庭が、必要な時期に利用する
ことができている。

子育てをする母親、父親が仕事と子育
ての両立ができている。

いきいき待機児童数

R2

保育所待機児童数

ワークライフバランス講座の参加者数

男女共同参画に関する講座・講演会等
の参加者数

保育所待機児童数

施設型給付等による保育
所（園）、幼稚園、認定
こども園の充実

１．待機児童の解消【重点】

保育人材の確保

放課後の子どもの居場所
づくり

仕事をしながら安心して出産・育児ができる環境を整備する必要があります。

目指す姿

・就学前の教育・保育や放課後児童クラブについて、待機児童が発生しています。
・育児休業を希望する期間取得できない状況や子どもの看護のために休みにくい状況、父親が育児に十分に関われない状況など、企業
におけるワーク・ライフ・バランスの取組みが十分に進んでいない状況があります。

課題

目的別事業群シートにおける
成果指標（KPI）

単位
R2
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第２期東広島市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（令和２年度）

改善の具体的方法現状と課題の分析取組み概要

基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み
対象（誰、何

を）
事業内容、事業計画など

（主な業務など）

実施方法（直
営、委託等の区

分）
担当課 目的別事業群事務事業の目的

R2

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実２　多様な保育事業の充実32 利用者支援事業の実施

子ども及びその保護者が、多様な教育・
保育サービスや、地域子ども・子育て支援
事業（一時預かり、放課後児童クラブ等）
の中から適切なものを選択し、円滑に利用
できるよう、地域子育て支援センターや地
域すくすくサポート等で支援を行います。

未就学児とそ
の家族及び妊
産婦

地域子育て支援センターでの
利用者支援事業の実施
出産・育児サポートセンター
及び地域すくすくサポートで
の事業実施

直営・委託
こども家庭課

保育課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実２　多様な保育事業の充実33
地域の子ども・子育て支
援の充実

延長保育、一時保育、病児・病後児保育
について、量の見込みに応じて実施できる
よう、保育士の確保や保育体制の見直しを
通じて更なる保育サービスの充実を図りま
す。

未就学児及び
その保護者等

延長保育、一時保育、病児・
病後児保育の保育サービスの
提供

病児・病後児保育を１施設開
設

直営、委託 保育課
5-6-2　保育
環境の充実

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実２　多様な保育事業の充実34
【新規】民間の預かり
サービスとの連携

多様化する保育ニーズに対応するため、
民間で実施している預かりサービスと連携
する体制を構築します。

子育て世帯と
地域住民

市民間の子どもの預かりを調
整・支援する民間事業者の選
定及び連携体制の構築

直営 こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実３　働く女性の応援35 1

働く人が仕事と家庭を両立できるよう、
企業などを対象とし、長時間労働の削減等
の職場環境づくりに向けた意識啓発を行い
ます。

【 産 業 振 興
課】
市内企業
【人権男女共
同参画課】
企業、市民

【産業振興課】
・ワーク・ライフ・バランス
講座の開催（人権男女共同参
画課と共催）
・チラシ配布による制度周知
【人権男女共同参画課】
・ワークライフバランス講座
の開催（年３回程度）

【産業振興課】
直営
【人権男女共同
参画課】
（県・企業等と
の共催を含
む。）

産業振興課
人権男女共同

参画課

1-6-1　働き
方改革の推進

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実３　働く女性の応援35 2
【新規】 男性の家事・育児等に関する理
解を深め、参画を促進するため、広く情報
提供や講座等を実施します。

企業、市民
エスポワールの運営、啓発活
動（おしゃべりカフェ、キャ
リアデザイン講座等）の開催

直営（県・企業
等との共催を含
む。）

人権男女共同
参画課

3-1-2　男女
共同参画の推
進

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実３　働く女性の応援36 1

より多くの企業が「働く側の個々の事情
（育児・介護など）に応じた多様で柔軟な
働き方」を導入できるよう、国等の支援制
度の周知を行います。

【人権男女共
同参画課】
企業、市民
【 産 業 振 興
課】
企業

【人権男女共同参画課】
ワークライフバランス講座の
開催※No.35-1の再掲
【産業振興課】
・ワーク・ライフ・バランス
講座の開催（人権男女共同参
画課と共催）
・チラシ配布による制度周知

直営（県・企業
等との共催を含
む。）

人権男女共同
参画課

産業振興課

1-6-1　働き
方改革の推進

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実３　働く女性の応援36 2
ハローワーク等と連携し、女性向けの就

職相談会を開催し、同時に子どもの保育
サービスに関する相談も実施します。

【保育課】
保育士等
【 産 業 振 興
課】
女性等

【保育課】
・保育士就職相談会の開催
・潜在保育士等の復職支援
【産業振興課】
女性向け就職相談会・就職説
明会の開催

【保育課】
直営
【産業振興課】
直営

保育課
産業振興課

【保育課】
5-6-2　保育
環境の充実
【産業振興
課】
1-6-2　多様
な人材の活躍
促進

３　仕事と子育てを両立するための支援の充実３　働く女性の応援36 3
【新規】 地域すくすくサポート等の身近
な場所で就業に関する出張相談会を実施し
ます。

【こども家庭
課】
就業を希望す
る女性等
【 産 業 振 興
課】
女性等

【こども家庭課】
地域すくすくサポートとの連
絡調整
【産業振興課】
出張相談会の開催（ハロー
ワークとの連絡調整）

【こども家庭
課】
直営
【産業振興課】
直営

こども家庭課
産業振興課

【こども家庭
課】
5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目ない支援体
制の構築
【産業振興
課】
1-6-2　多様
な人材の活躍
促進

　今後も従来の研修会方式に加え、市HPや
YouTubeなどのツールを活用したオンラインでの
啓発活動にも取り組む。

【保育課】
　保育人材を新たに確保していくとともに、保育
士の定着及び復職支援を行っていく。

西条以外の地域でも出張相談を実施していく。

【保育課】
　引き続き、各保育施設と連携し、保育人材の確保
に努めていく必要がある。

　子育てしながら就職を希望する方が、身近に相談
でる場所として、マザーズコーナーの認知を上げる
ことが必要。実施場所（地域）やニーズの把握が課
題。

【こども家庭課】
利用者のニーズに応じた支援体制を構築するた
め、拠点に必要な機能を検討する。
【保育課】
　保育料の無償化に伴い預かり保育を導入してい
る幼稚園のサービス活用など、より幅広い選択肢
の情報提供を行う。

　多様な教育・保育ニーズに対応するため、必要
に応じて支援していく。

　ファミリー・サポート・センターの民間委託に
ついて、他市町の事例を調査し、委託の手法につ
いて研究する。

　今後も従来の研修会方式に加え、市HPや
YouTubeなどのツールを活用したオンラインでの
啓発活動にも取り組む。

　アンケートなどを参考に、よりニーズにあった
講座になるよう、おしゃべりカフェの開催内容を
精査する。

　ハローワークマザーズコーナーから職員派遣を受
け、地域すくすくサポートで就労に関する出張相談会
を開催。西条地域を中心に４回実施した。

　引き続き、延長保育、一時保育、病児・病後児保
育に対して支援していく必要である。

　現在の運営体制の利点を生かせるよう、関係機関
との連携体制を検討する必要がある。

　コロナ禍で従来の会議に付随した研修会として、
ワークライフバランス講座を開催できなくなったた
め、研修会の代替の開催であったが、広く市民に
ワークライフバランスについて啓発する契機となっ
た。

　コロナ禍の開催のため、昨年度より、開催回数及
び出席人数の減少はあったが、当初予定の事業は、
ほぼ開催した。

　コロナ禍で従来の会議に付随した研修会として、
ワークライフバランス講座を開催できなくなったた
め、研修会の代替の開催であったが、広く市民に
ワークライフバランスについて啓発する契機となっ
た。

　市内の各地域で多様な教育・保育ニーズに対応した
保育環境を構築するため、延長保育、一時保育、病
児・病後児保育に対する支援を行った。

　民間事業者による事業の実施について、拠点施設へ
の整備も含めて検討した。

　市HP上でポンポンクイズ！及びもっとポンポンクイ
ズを開催した。これは、男女共同参画（ワークライフ
バランス講座）として、市民を対象にワークライフバ
ランスへの理解を深めるためのミニ講座で、より関心
を高めるため、クイズ形式とし、正解者に景品を送付
した。

　エスポワールの運営、啓発活動（おしゃべりカ
フェ、キャリアデザイン講座等）を開催した。

　市HP上でポンポンクイズ！及びもっとポンポンクイ
ズを開催した。これは、男女共同参画（ワークライフ
バランス講座）として、市民を対象にワークライフバ
ランスへの理解を深めるためのミニ講座で、より関心
を高めるため、クイズ形式とし、正解者に景品を送付
した。

【保育課】
　保育人材を確保するため、各保育施設と連携すると
ともに、保育士就職相談会の開催及び保育士復職支援
コーディネーターによる潜在保育士の復職支援を行っ
た。

 【こども家庭課】
出生数に応じた場所や広さの確保が不十分である。
感染症対策として、予約や定員の設定など、利用者
の制限を行ったため、利用したいときにすぐに利用
できない状況がある。
【保育課】
　年度途中の保育施設等の入所は依然として難しい
状況がある。より多様なサービスの活用について情
報提供していく必要がある。

【こども家庭課】
　地域子育て支援センターや地域すくすくサポートに
おいて、利用者の多様なニーズに対し、寄り添い型で
の支援を行った。
【保育課】
　保育コンシェルジュを配置し、保育施設等の入所や
子育て支援サービスの利用を希望する保護者への相談
支援を行った。

男女共同参画、仕事と生
活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）の推進

働く女性の応援
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第２期東広島市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（令和２年度）

基本目標４　　地域の子育て支援力の強化
●目指す姿：・地域の関係団体・機関等が連携を図り、子どもの成長や子育てを見守り、支える体制ができています。

　　　　　　・子どもと子育て家庭が、安心して生活できる環境が整備されています。

R1

現状値 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率

こども家庭課 ％ 40.6 65 33.8 52.0% 70 75.5 80 85

こども家庭課 件 2,759 2,550 2,986 117.1% 2,560 2,650 2,741 2,832

地域づくり推
進課

％ 65.6 41 72 174.9% 44 47 50 未定

地域の子育て支援者・団体と地域の子
育て支援機関等が連携し、地域の実情
に応じた子育て支援ができている。

— — — — — — — — — — — — — — — — — —

子どもと子育て家庭が、住み慣れた地
域で、快適に安心して暮らすことがで
きている。

危機管理課 件 509 516 315 163.8% 489 463 438 414

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実37
地域すくすくサポートで
の子育て支援の充実

子育てに関する相談や情報交換し、気軽
に集える場所として日常生活圏域に設置し
た地域すくすくサポートにおいて、地域人
材による子育て支援や、妊娠期からのサー
ビスを充実します。

乳 幼 児 、 妊
婦、子育て中
の家族

出産・育児サポートセンター
及び地域すくすくサポートの
運営

直営・委託 こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実38 1

多様化する子育てに関する相談内容に対
応できるよう、地域の子育て関連情報を提
供するとともに、保護者同士のつながりづ
くりや関係機関との連携を強化します。

未就学児及び
その保護者等

地域子育て支援センターの運
営

直営、委託 こども家庭課

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実38 2

子育て負担感の緩和や仲間づくりを支援
するため、主に未就園児とその親が気軽に
集い、同年代又は多世代間の交流を図る場
を提供します。

未就学児及び
その保護者等

地域子育て支援センターの運
営

直営、委託 こども家庭課

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実39 1

子どもの心身の健康を増進し、情操の豊
かな人間形成を図るため、地域と連携し、
0歳から18歳未満の子どもに健全な遊びを
提供します。

１８歳未満の
児童及びその
保護者

親子遊びの提供 直営 青少年育成課

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実39 2
児童館の活動やイベント等について、広

報紙やホームページ等を活用して広く周知
し、児童館の利用促進を図ります。

１８歳未満の
児童及びその
保護者

児童館だよりやホームページ
などを利用した親子遊びな周
知

直営 青少年育成課

基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み
改善の具体的方法

R4 R5 R6

初妊婦の妊娠期サービスの利用割合

住民自治協議会の認知度

単位
R2 R3

ファミリーサポートセンター活動件数

　職員の研修等への参加

　既存の児童館だよりやホームページの利用のほ
か、地域へチラシ配布を行うなど、広報に努め
る。

地域子育て支援センター
の充実

児童館の利用促進

—

交通事故発生件数

目的別事業群
対象（誰、何

を）
事業内容、事業計画など

（主な業務など）
取組み概要

　市役所内の出産・育児サポートセンターと10か所の地
域すくすくサポートが連携し、妊娠期から子育て期にわ
たり継続したサービスの提供を行った。

　子育て支援センターを商業施設内に新設するなど、利
用者の利便性向上を図った。

商業施設内において子育て支援センターと放課後児童ク
ラブを併設し、同年代の交流促進を図った。

　イベントの開催や、訪問等により遊びの提供を行っ
た。

　児童館の活動内容について、広報紙やホームページを
利用し発信を行った。

実施方法（直
営、委託等の区

分）
担当課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

課題

３．子どもの安全・安心の確保

２．子育て支援のネットワークの
構築

１．地域における子育て支援の充
実

子どもと子育て家庭が、地域とつなが
り合い、必要な支援を受けながら、安
心して子育てができている。

事務事業の目的

基本施策
目的別事業群シートにおける

成果指標（KPI）
担当課

地域の身近な場所で子育ての相談や見守りを行う人材を育成する必要があります。

目指す姿

・転入等により、地域とのつながりが薄い子育て家庭があります。
・困難な状況等にある子どもや母親を相談や支援に確実につなぐため、子育て支援を担う住民、団体、機関、行政等の身近な地域単位での連携が重要です。
・子育てを地域で支える活動への理解や参加の促進が必要です。

5-6-1　子育
て環境を応援
し、子どもの
安全を見守る
地域づくりの
充実

現状と課題の分析

　西条中心部では出生数が多いため、2か所の地域
すくすくサポートでは対象者全員が利用できない。

　地域における支援センターの役割を明確にし、機
能強化を図ることが課題である。

　地域における支援センターの役割を明確にし、機
能強化を図ることが課題である。

　遊びを通じた健全育成と子育て支援、配慮を要す
る子どもや家庭の相談のほか、児童本人の特性、背
景にある家庭環境などへの専門的なアプローチ。

　地域への親子遊びなどの周知方法及び　コロナ禍
での密を避けたイベント等の実施。

R2

　出生数に応じた地域すくすくサポートの在り方
を検討する。

地域共生等の新たな機能を担うひろば型子育て施
設の開設を支援する。

地域共生等の新たな機能を担うひろば型子育て施
設の開設を支援する。
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第２期東広島市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（令和２年度）

基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み
改善の具体的方法

目的別事業群
対象（誰、何

を）
事業内容、事業計画など

（主な業務など）
取組み概要

実施方法（直
営、委託等の区

分）
担当課事務事業の目的

現状と課題の分析

R2

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実40 1
園庭開放を充実し、地域との交流を推進

します。
未就学児及び
その保護者等

園庭開放の実施 直営 保育課

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実40 2

各保育所（園）に配置している「保育
コーディネーター」を中心に、支援が必要
な子どもや家庭の相談に応じ、情報提供や
関係機関と連携した支援を行います。

未就学児及び
その保護者等

保育コーディネーターを中心
とした相談等子育て支援の実
施

直営 保育課

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実40 3
出前講座制度等を活用し、地域における

子育て支援を推進します。
未就学児及び
その保護者等

出前講座による子育て支援 直営 保育課

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実41 1

子育ての支援を受けたい人と行いたい人
が会員 登録 し、 子ど もの 送迎 （保 育所
（園）、幼稚園、小学校等）、子どもの預
かり等、子育てについての助け合いを行う
仕組みを運営します。

・依頼会員と提供会員のマッ
チング
・提供会員を対象とした研修
会（年5回程度）
・ひとり親家庭等の利用料の
半額助成

直営 こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実41 2

地域すくすくサポートとの連携体制を構
築し、各地域拠点において情報提供や会員
登録の案内、マッチングができる体制を整
備します。

・活動の多い地域の地域すく
すくサポートへのアドバイ
ザーの配置
・会員登録やマッチングがで
きる体制の構築

直営 こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実42
若い世代のボランティア
活動の活性化

保育所等で若い世代のボランティアを積
極的に受け入れる体制を作り、様々な機会
を提供するとともに、子育て支援者として
の参加を促進します。

学生等
保育所等でのボランティアの
受入

直営 保育課
5-6-2　保育
環境の充実

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実43
市民協働のまちづくりの
推進

住民自治協議会をはじめとする地域コ
ミュニティやNPO等の各種団体など、多様
な主体が協力・連携してまちづくりに取り
組む、市民協働のまちづくりを推進しま
す。

すべての市民
及び市民活動
団体等

市民協働のまちづくり第３期
行動計画に基づき、多様な市
民が主体となり、市民全員で
進めるまちづくりの推進

交付金
地域づくり推

進課

2-5-1　市民
協働のまちづ
くりによる地
域力の向上

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実44
子どもの健康・体力つく
り

子どもの健康・体力つくりのきっかけを
つくるため、地域の指導者とともに行事を
開催します。

児童・生徒
アクアパークチャレンジス
ポーツの開催

委託
スポーツ振興

課

3-6-3　生涯
にわたってス
ポーツを楽し
める環境の形
成

４　地域の子育て支援力の強化１　地域における子育て支援の充実45
地域の活力を活かした子
どもの居場所づくり

学校や地域ボランティアの協力を得て、
放課後子供教室を実施し、スポーツ・文化
活動・体験活動や交流活動等を行います。

児童 放課後子供教室の実施
直営（ボラン
ティアスタッフ
含む）

青少年育成課

3-3-3　地域
と連携した青
少年育成の環
境づくり

４　地域の子育て支援力の強化２　子育て支援のネットワークの構築46
地域での妊娠・出産・育
児に対する意識の醸成

身近な地域の中で相談できたり、互いに
助け合えたりできるような子育て環境を創
出するために、地域での妊娠・出産・育児
に対するポジティブな意識を醸成します。

全ての市民
子育てサポーターの養成及び
活動支援

直営 こども家庭課
3-2-1　幼児
教育・保育の
充実

４　地域の子育て支援力の強化２　子育て支援のネットワークの構築47 1

地域における子育て支援の中核施設とし
て、「基幹型子育て支援センター」を運営
し、相談業務のほか、相談機関相互の連絡
調整を行います。また、子育てイベント等
の情報をＳＮＳを活用して発信します。

子育て中の人

・基幹型子育て支援センター
運営
・子育て支援アプリによる情
報発信

直営・委託 こども家庭課
3-2-1　幼児
教育・保育の
充実

４　地域の子育て支援力の強化２　子育て支援のネットワークの構築47 2
子育てサポーターを育成し、地域の子育

てに関する相談・支援を行います。
全ての市民

子育てサポーターの養成及び
活動支援

直営 こども家庭課
3-2-1　幼児
教育・保育の
充実

４　地域の子育て支援力の強化２　子育て支援のネットワークの構築48
子育て支援者のネット
ワークづくり

基幹型子育て支援センターが主催する各
種会議の開催等により、子育て支援関係機
関の連携強化を図るとともに、子育て支援
者を対象とした研修を実施し、保育士等の
資質向上に取り組みます。

地域の子育て
支援者

子育てサポート研修、子育て
支援者会議の運営

直営・委託 こども家庭課
3-2-1　幼児
教育・保育の
充実

　子育てサポータ－の養成を行い、新たに6人が加わり、
79人で活動を行っている。

　地域子育て支援センターを対象とした会議や研修会を
開催した。

　依頼会員と提供会員のマッチングを行ったほか、提供
会員を対象とした研修会を実施した。
　また、ひとり親家庭等の利用料の半額助成を対象者に
対して行った。

　支所での会員登録の案内及び依頼会員登録の受付を開
始した。

　保育士を養成する施設に在籍する学生ボランティアを
受け入れる事業者を支援する体制を整えたが、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により実績がなかった。

　住民自治協議会への地域づくり推進交付金やまちづく
り活動に対するまちづくり活動応援補助金をはじめと
し、市民協働のまちづくりを推進した。

　小学生児童等を対象に、スポーツを始めるきっかけづ
くりとして、様々なスポーツの体験会を開催した。

　市内の各小学校の余裕教室や地域センターなどで、子
どもたちに学習や様々な体験、交流の機会を提供するた
め、放課後子供教室を実施した。

　子育てサポータ－の養成を行い、新たに6人が加わり、
79人で活動を行っている。

　地域子育て支援センターにおける、オンラインによる
相談体制の構築を推進したほか、機能向上を目的とした
アンケートを行うなど、基幹型としての役割を果たし
た。
　子育て支援アプリの活用により、地域の子育て情報の
発信を行った。

保育所（園）における子
育て支援の推進

ファミリー・サポート・
センターの利用促進

　園庭開放を実施し、未入所児童を含め地域との交流を
図った。

　各施設の保育コーディネーターが主となり支援が必要
な家庭の相談等対応を行った。

　新型コロナウイルス感染症の影響により実施回数は減
少したが出前講座による子育て支援を実施した。

　引き続き、基幹型として、子育て支援センターの
中心的役割を果たす必要がある。
　子育て支援アプリの登録者が幼児期になるにした
がって少ない。

　感染症により、地域すくすくサポートでの活動が
制限された。

　子育て支援ニーズは多様化しており、支援者のス
キルアップが課題である。

基幹型子育て支援セン
ターの機能強化

5-6-2　保育
環境の充実

市 内 に 居 住
し、援助活動
に理解と熱意
がある20歳以
上の者（提供
会員）
市内に居住又
は勤務してい
る 者 で 、 0 歳
～ 小 学 6 年 生
までの児童の
保護者

　地域の子育て支援を推進する場として、地域との
交流・連携を進めていく必要がある。

　保育コーディネーターによる支援を充実させるた
めに、スキルアップやコーディネーター間の連携を
図る必要がある。

　アウトリーチによる子育て支援を継続していく必
要がある。

　提供会員に比べ依頼会員の数が多いため、地域や
時期によってはマッチングが難しい状況がある。
　ひとり親家庭等の利用料の半額助成は、対象者に
対して個別に案内し周知を図った。

　各地域拠点においてマッチングまで行うには、ア
ドバイザーが不足している。

　引き続き、保育の質の向上及び保育士の負担軽減
につなげる若い世代の活動を推進していく必要があ
る。

住民自治協議会や各まちづくり団体の主体的な取り
組みに対し支援を行っている。

Ｒ２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を受
けたが、参加者数は増加傾向で、好評を得ている。

　事業を実施している小学校区の割合及び放課後児
童クラブとの連携内容が充分ではない。

　引き続き、利用者主体の支援につながるよう、
リーダーシップをとり、連携強化を図る。
　利用者にとって魅力的な子育て支援アプリにな
るような運用方法を検討していく必要がある。

　感染対策を講じて、地域すくすくサポートでの
活動の機会を確保していく。

　引き続き、オンライン等を活用するなど、研修
参加しやすい環境づくりを進めながら、支援員の
スキル向上を図る。

　各保育施設が若い世代の活動を積極的に受け入
れる体制を必要に応じて支援していく。

　引き続き、住民自治協議会や各まちづくり団体
の主体的な取り組みに対し支援を行っていく。

　より多くの参加者を得るため、スポーツ団体の
更なる参加を募る。

　連携の推進にあたり、各教室から課題やニーズ
等の聴き取りを行うとともに、先進事例などを参
考に課題解決を図る。

　感染対策を講じて、地域すくすくサポートでの
活動の機会を確保していく。

　地域に開かれた保育施設として、引き続き園庭
開放を実施していく。

　フォローアップ研修や連携会議の実施により、
保育コーディネーターを中心とした支援体制の充
実を図る。

　引き続き出前講座制度を活用し、地域での子育
て支援を実施していく。

　提供会員の登録者を増やすため、特に会員の少
ない地域での広報活動等を重点的に実施する。
　また、ファミリーサポートセンターに関心を持
つひとり親世帯や障害者世帯の方などに、助成対
象を拡大したことを含め、制度について周知を図
る。

　引き続き支所での依頼会員の登録受付を行いつ
つ、提供会員の登録についても支所で受け付ける
方法を検討する。

　感染症により、地域すくすくサポートでの活動が
制限された。
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第２期東広島市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（令和２年度）

基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み
改善の具体的方法

目的別事業群
対象（誰、何

を）
事業内容、事業計画など

（主な業務など）
取組み概要

実施方法（直
営、委託等の区

分）
担当課事務事業の目的

現状と課題の分析

R2

４　地域の子育て支援力の強化２　子育て支援のネットワークの構築49
子育て当事者のネット
ワークづくり

地域子育て支援センターなど、子育てに
対する負担感の緩和や仲間づくりに取り組
む場を活用して、子育てサークル・子育て
サロンを支援するとともに、関連情報を収
集・提供し、ネットワーク化を図ります。

子育てサーク
ル・子育てサ
ロン関係者等

子育てサークル支援 直営 こども家庭課
3-2-1　幼児
教育・保育の
充実

４　地域の子育て支援力の強化３　子どもの安全・安心の確保50
子育て家庭が暮らしやす
い環境の整備

子育て世代向けの賃貸住宅（ひだまりハ
ウス）を提供し、子育て世帯の良好な居住
環境の確保と定住の促進を図ります。

子育て世代 良好な住宅環境の管理 直営 保育課 －

４　地域の子育て支援力の強化３　子どもの安全・安心の確保51 1
各保育所・小中学校等において、児童生

徒を対象とした教職員または警察署等の外
部講師による交通安全教室を開催します。

【保育課】
保育所等入所
児童
【指導課】
市内小中学校
の
全児童生徒

【保育課】
交通安全教室の実施
【指導課】
市内小中学校49校における
年間１回以上の交通安全教室
の実施

【保育課】
直営
【指導課】
直営

保育課
指導課

【保育課】
5-6-2　保育
環境の充実
【指導課】
5-2-1　安
全・安心な市
民生活の実現
に向けた環境
づくり

４　地域の子育て支援力の強化３　子どもの安全・安心の確保51 2

市民一人ひとりが交通安全に対する意識
を高め、交通ルールの遵守と人に優しい交
通マナーを実践するよう啓発活動を行いま
す。

市民
交通安全運動期間中の啓発活
動の実施

直営 危機管理課

5-2-1　安
全・安心な市
民生活の実現
に向けた環境
づくり

４　地域の子育て支援力の強化３　子どもの安全・安心の確保51 3

通学時等の歩行や自転車の乗り方などに
ついて啓発を行うため、市内の小中学校を
はじめ、幼稚園・保育所（園）等からの依
頼に応じて、交通指導員を派遣し交通安全
教室を実施します。

市民
年間を通じた交通安全教室の
開催

直営 危機管理課

5-2-1　安
全・安心な市
民生活の実現
に向けた環境
づくり

４　地域の子育て支援力の強化３　子どもの安全・安心の確保52 子どもの安全確保

通学路の安全確保に向けて、学校と県、
警察署など関係機関の協議調整の場とし
て、「通学路安全検討会議」を開催し、危
険個所等の改善を図ります。

市内の小中学
生

・通学路安全推進会議の開催
・通学路合同点検の実施
・通学路安全検討会議の開催

直営 教育総務課 －

　地域の子育て力向上につながる支援を行う必要が
ある。

　良好な住環境を維持するため、適宜、修繕に努めた。

【保育課】
各施設において交通安全教室を実施した。

【指導課】
小中学校入学年次の児童生徒を対象とした交通安全教室
や、小学校４年生を対象とした自転車教室を実施した。

　経年劣化の進行とともに、不具合箇所の増加が見
込まれる。

【保育課】
乳幼児期から交通安全についての啓発を行う必要が
ある。

【指導課】
新型コロナウイルス感染症蔓延のため、これまでと
同様の教室の実施が行えない実態があった。こうし
た中でも、児童生徒の安全に対する認識が高まるよ
う、交通指導員からの講義等、実情に応じた取組を
各校において実施した。

　引き続き関係機関と連携しながら発活動、交通
安全教室を実施する。

安全教育の推進

【保育課】
交通安全についての知識を得る機会として、交通
安全教室を継続していく。

【指導課】
計画的に実施する定期の交通安全教室だけでな
く、各校のニーズに応じた交通安全教室が実施で
きるよう、関係課と連携し、各校に対して情報発
信していく。

　通学路の安全確保に向けて、学校と県、警察署など関
係機関と調整し、危険個所等の改善を図りました。

　子育てサークルが公共施設を使用する際に、登録制度
に基づき、使用料を減免するなどの支援を行った。

　通学路安全検討会議・通学路合同点検を実施
し、引き続き通学路の危険個所等の改善を図る。

　子育てサークルへの支援講座等を検討する。

　定期的な点検等を通じて建物の状況を把握する
とともに、故障等の発生時には、早急に対応して
いく。

　会議を通して、情報共有を行い、協力体制を構築
できている。通学路を通行する車利用者の意識・態
度を変えていく必要がある。

　警察及び関係団体と連携し、交通事故のない社会の構
築のため啓発活動を実施した。
　小中学校・幼稚園・保育所・高齢者に向けた交通安全
教室を開催した。

　啓発活動や交通安全教育などは即効性があるもの
ではないため、継続した取り組みが必要である。
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第２期東広島市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（令和２年度）

基本目標５　　次代を担う子どもを育てる教育・保育の充実
●目指す姿：・すべての子どもが質の高い教育を受け、東広島市の未来をつくり、担っていくことのできる人材に成長しています。

R1

現状値 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率

就学前の子どもが質の高い教育を受け
ることができている。

保育課 ％ — 98 95 96.9% 98 98 98 98

子育てを通じて大きな喜びや生きがい
を感じながら、親が親として成長でき
ている。

— — — — — — — — — — — — — — — — — —

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進１　乳幼児期における教育・保育の質の向上53 幼保小連携の推進

幼保小の接続を見通したカリキュラムを
編成するため、幼稚園、保育所（園）、小
学校等の関係者が定期的に意見交換等を行
う交流・連携の場を充実します。

【保育課】
保育士等
【指導課】
幼稚園教諭、
小学校教諭

【保育課】
幼稚園、保育所（園）、小学
校が連携した研修等の実施
【指導課】
幼保小連携研修の実施

【保育課】委託
【指導課】直営

保育課
指導課

【保育課】
3-2-1　幼児
教育・保育の
充実
【指導課】
3-2-1　幼児
教育・保育の
充実

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進１　乳幼児期における教育・保育の質の向上54 1
子どもの豊かな体験をはぐくむ教育・保

育環境を構築し、保育施設の魅力向上を図
ります。

保育士、幼稚
園教諭等

・保育環境の整備
・園内研修の充実

直営 保育課

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進１　乳幼児期における教育・保育の質の向上54 2

安心 して 子ど もを 預け られ る保 育所
（園）・幼稚園を目指し、保育士、幼稚園
教諭の研修等の充実を図り、子育ての専門
家として資質向上に努めます。

保育士等
保育士を対象とした研修の充
実

直営、補助金 保育課

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上55 1
地域子育て支援センター等において、親

が子育てを学ぶ場を講座等により提供しま
す。

保護者
地域子育て支援センターでの
子育てに関する講座等の実施

直営、委託 こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上55 2

「親の力」をまなびあう学習プログラム
を活用し、子どもの成長段階に応じた子育
て応援講座を開催します。また、進行役を
務めるファシリテーターを養成し、家庭教
育を支援します。

市民
参加体験型学習プログラムの
開催

直営 生涯学習課

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上55 3

生涯学習まちづくり出前講座や生涯学習
センター等で家庭教育支援に関する講座を
実施し、親が子育てについて学ぶ機会を提
供します。

市民

家庭教育支援（家庭教育の知
識や技術の向上、世代間交
流、子育て支援環境づくり）
に関する講座の実施

直営 生涯学習課

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上55 4

子育て講座を実施し、共通体験を通し
て、親子のふれあいのきっかけをつくると
ともに、子どもの興味や関心についての理
解を深める機会を提供します。

幼児と保護者 親子で参加できる講座の実施 直営 青少年育成課

3-3-3　地域
と連携した青
少年健全育成
の環境づくり

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上55 5
乳幼児を持つ保護者に対して、医療従事

者による「いきいき子育て講座」を実施
し、家庭看護力の醸成を図ります。

乳児の保護者
医師による子どもの病気や看
護についての講座の実施

委託 こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上55 6
【新規】 妊娠期からの言葉がけの大切さ
を伝える「ブックデビュー講座」を、市民
と協働し、実施します。

保護者及び妊
産 婦 ・ 配 偶
者、ブックデ
ビューを支援
したい人

・乳児への言葉がけの大切さ
の周知
・言葉育ての支援

直営
生涯学習課

こども家庭課

【生涯学習
課】
3-6-1　生涯
を通じて地域
で学び、活躍
できる環境の
整備
【こども家庭
課】5-6-1
妊娠期から子
育て期までの
切れ目のない
支援体制の構
築

　子どもの病気に対する保護者の不安を軽減する
ため、引き続き講座を開催していく。

【生涯学習課】
クルーを養成するための研修会を実施し、多くの
人に参加してもらえるよう周知を図る。

【こども家庭課】
ブックデビュー講座への参加促進と、言葉育てを
目的として絵本の配布を行う。

　円滑な接続を図るために、幼保小の関係者が連
携・交流する場を更に充実させる必要がある。

　各施設が個々の状況を踏まえ、自発的に教育・保
育環境づくりに取り組む必要がある。

　職員の処遇改善につながるキャリアアップ研修の
充実を図る必要がある。

　講座開催の情報がより多くの子育て親子等に伝わ
るよう積極的な周知を行う必要がある。

　感染症拡大により、当初の計画から開催回数を減
らし、また、参加者数も制限して実施したが、参加
者には好評であった。

【生涯学習課】
　ブックデビュー講座を実施するクルーの養成が課
題となっている。

【こども家庭課】
生後8か月児全員が参加できるよう、講座の周知と
参加の動機づけが必要である。

　連携が進んでいる地域における好事例の水平展
開などにより取組みを推進する。

　各施設が行う教育・保育環境づくりを支援して
いく。

　キャリアアップ研修のコースを拡充するととも
に、保育実践に結び付く研修の在り方を検討して
いく。

　引き続き、ホームページ、ＳＮＳ、フェイス
ブック等を活用し周知を行う。

　広く市民に活用してもらえるよう、様々な手法
を用いて、広報を実施する。

　広く市民に活用してもらえるよう、様々な手法
を用いて、広報を実施する。

　様々な広報媒体によって周知を図るとともに、
参加しやすい雰囲気づくり、内容の見直しを行
う。

　子育てサポート研修やキャリアアップ研修に実施によ
り、保育者の資質向上を支援した。

　各支援センターにおいて、月１回以上を目途に、子育
て関連講座を開催した。

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、講
座の回数が減少している。

　各生涯学習センター等で、家庭教育支援研修を実
施しているが、新型コロナウイルス感染症拡大の影
響もあり、講座の回数及び参加者数が減少してい
る。

　新型コロナウイルス感染症拡大により講座の回数
が減少したほか、三密回避のため参加者数を制限し
た。

基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み 担当課 目的別事業群
取組み概要 改善の具体的方法現状と課題の分析

R4 R5 R6

保育所等に通わせている保護者の、教
育又は保育への肯定的回答

R3R2
担当課 単位

　「親の力」をまなびあう学習プログラムを活用し、子
どもの成長段階に応じた子育て応援講座を開催しまし
た。また、進行役を務めるファシリテーターを養成し、
家庭教育を支援した。

　生涯学習まちづくり出前講座や生涯学習センター等で
家庭教育支援に関する講座を実施し、親が子育てについ
て学ぶ機会を提供した。

　児童青少年センターにおいて、未就学児の心を豊かに
育んでいくため、親子わくわく講座を実施した。

　小児科医師による「子育て講座」を2回開催し、子ど
もの病気についての学習機会を設けた。

【生涯学習課】
　妊娠期からの言葉がけの大切さを伝える「ブックデ
ビュー講座」を、市民と協働し、実施した。

【こども家庭課】
地域の支援者と共に地域すくすくサポートでブックデ
ビュー講座を実施した。

　合同研修会の機会を捉えて、意見交換や関係性構築の
場を設定した。

　乳幼児期に育みたい力や保育環境の在り方を検討する
とともに、園内研修を実施した。

3-6-1　生涯
を通じて地域
で学び、活躍
できる環境の
整備

3-2-1　幼児
教育・保育の
充実

基本施策
目的別事業群シートにおける

成果指標（KPI）

２．親の子育て⼒の向上

保育・幼児教育の充実

家庭教育支援の推進

事務事業の目的
対象（誰、何

を）
事業内容、事業計画など

（主な業務など）

実施方法（直
営、委託等の区

分）

—

次代を担う子どもたちを健やかに育てる教育・保育環境を整備する必要があります。

目指す姿

・「幼稚園教育要領」、「保育所保育指針」、「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」の改定を踏まえた保育・教育の質の向上が求められています。
・地域で、自然体験ができる場等の子どもが学ぶ場の充実が求められています。
・保護者が育児の方法や子どもとの過ごし方がわからなかったり、その重要性を理解していなかったりする状況があります。

課題

R2

１．乳幼児期における教育・保育

の質の向上【重点】
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第２期東広島市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（令和２年度）

基
本
目
標

基
本
施
策

No (No) 取組み 担当課 目的別事業群
取組み概要 改善の具体的方法現状と課題の分析

事務事業の目的
対象（誰、何

を）
事業内容、事業計画など

（主な業務など）

実施方法（直
営、委託等の区

分）

R2

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上56 1
本に親しむために、読書活動の啓発や本

の紹介、本の読み聞かせ活動などを行い、
子どもが本と出会う機会を提供します。

・読書活動の啓発
・本の紹介
・継続的な読書活動の推進
【こども家庭課】
・健診会場での絵本の紹介
・地域すくすくサポート等で
のブックデビュー講座の実施

生涯学習課
こども家庭課

保育課
指導課

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上56 2
主体的な読書活動の推進のため、本を活

用する力の育成や、日頃の読書の成果を発
信する機会を提供します。

・本を活用する力の育成
・読書の成果を発信する機会
の提供

生涯学習課
こども家庭課

保育課
指導課

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上56 3
蔵書の充実や、司書やボランティアの充

実など、子どもの読書活動の推進のための
環境整備を行います。

・推進者の充実
・場所づくり
・蔵書の充実

生涯学習課
こども家庭課

保育課
指導課

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上57 1
・アレルギー等健康問題について、継続的
な普及啓発を行います。

【 健 康 増 進
課】
20歳代から概
ね40歳代まで
の市民で、主
に子育て中の
保護者
【こども家庭
課】
妊婦・子育て
中の保護者

【健康増進課】
骨密度測定後、個別相談及び
集団指導（保健、栄養及び運
動）を実施。アレルギーも含
め、健康問題について相談に
応じる。
【こども家庭課】
定期育児相談・離乳食教室等

【健康増進課】
運動指導のみ委
託。
【こども家庭
課】
直営

医療保険課
こども家庭課

5－4－1  健
康維持の推進

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上57 2

離乳食教室（モグモグ教室）や母子栄養
相談事業（親子クッキング教室）の実施な
どにより、保護者や市民を対象に、食の大
切さについて啓発します。

妊婦・子育て
中の保護者

妊娠期・離乳期・幼児期に必
要な食に関する体験型の教室
の実施

直営
こども家庭課

5-6-1　妊娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上57 3
保育所（園）や幼稚園において、給食の

提供等を通じて食の大切さについて啓発し
ます。

保育所等入所
児童

野菜の収穫体験等の実施 直営 保育課
5-6-2　保育
環境の充実

５　次代を担う子どもを育てる教育・保育の推進２　親の子育て力の向上57 4
保護者への給食だよりの発行や、市民を

対象とした食育フェア等の開催により、食
の大切さについて啓発します。

小中学生
その保護者

生涯学習フェスティバルにお
ける食育フェアの開催

直営
学事課
指導課

【指導課】
3-3-1　学校
運営の支援と
教育内容の充
実

　保護者が具体的なイメージを持ちやすいよう、
体験型の教室や動画を活用する等工夫をしてい
く。

　生涯学習フェスティバルでの食育の啓発活動と
合わせて、食の大切さに関する啓発活動のより効
果的な方法について、検討していく。

【生涯学習課】
　ブックデビューについては対象者勢イン参加を
目指し、図書館との連携や合うとリーチも含めて
検討してく必要がある。

【こども家庭課】
感染症対策を行いながら、絵本の紹介や読み聞か
せに触れる機会を確保していく。

【指導課】
各校・園で行える読書啓発やイベントの例を示
し、学校や園における取組が充実するよう支援す
る。

【生涯学習課】
　市教委と図書館が連携することで、双方の事業
がより活発になるよう検討する。

【指導課】
読書活動年間指導計画の中で、本を活用した教育
を充実させるための取組を位置付けていく。

【生涯学習課】
　ボランティアを養成するための研修会を実施
し、スキルアップを図るとともに、多くの人に関
わってもらえるよう周知を図る。

【指導課】
　蔵書達成率が100％になっていなくてもよいこ
とを研修等の機会で周知して、古い本の除籍を促
す。

　園内での野菜の栽培や、収穫した野菜を使った給食の
提供などを実施した。

　生涯学習フェスティバルにおいて、市内小中学校で行
う食育に関して、啓発する取組を行った。

【生涯学習課】
　地域すくすくサポートでブックデビュータイムを
実施したが、感染対策を考慮した内容となったた
め、親子の触れ合いを重視した事業が難しい状況で
あった。

【こども家庭課】
コロナウイルス感染症拡大により、親子の触れ合い
の機会の確保が困難であった。

【指導課】
読書啓発や関連イベントの実施及び周知をした割合
は、幼稚園100％、小学校79.4％、中学校73.3％
だった。学校によって取組に差があることが課題で
ある。

【生涯学習課】
　調べる学習コンクールやビブリオバトル等を実施
し読書の成果を発信する場を提供しているが、応募
数や参加者数を増やすことが課題となっている。

【指導課】
　展示した学校数と展示件数は、小中合わせて５０
校中２８校４２件である。令和元年度は、３１校４
６件で、学校数、展示件数ともに減少したが、読書
の取組の成果を発信する機会の保障は継続して行っ
ている。
　本を活用する力の育成には各校の取組に差があ
る。

【生涯学習課】
　推進者としてのボランティアの養成が課題となっ
ている。

【指導課】
　小中学校の85.7％が、蔵書構成や利用状況等に
応じて、計画的に除籍を行った。

【こども家庭課】
　アレルギーの治療状況を踏まえた相談支援を行う
必要がある。

【生涯学習課】
　本に親しむために、読書活動の啓発や本の紹介、本の
読み聞かせ活動などを行い、子どもが本と出会う機会を
提供した。

【こども家庭課】
集団健診会場で、パンフレットの配布を行った。
地域すくすくサポートではブックデビュー講座を実施し
た。

【指導課】
「子ども読書の日」や「子どもの読書週間」などの機会
を活用した、読書啓発や関連イベントを実施した。

【生涯学習課】
　主体的な読書活動の推進のため、本を活用する力の育
成や、日頃の読書の成果を発信する機会を提供しまし
た。

【指導課】
　学校で、本を活用して取り組んだ作品を市立図書館に
展示し、日頃の読書の成果を発信する機会を提供した。

【生涯学習課】
　蔵書の充実や、司書やボランティアの充実など、子ど
もの読書活動の推進のための環境整備を行った。

【指導課】
　計画的に除籍を行い、新しい情報の蔵書を充実させ
た。

【こども家庭課】
　育児相談や離乳食相談において、アレルギーに関する
相談を個別に行った。

　離乳食各期に対応した教室の実施により、細やかな相
談支援を行った。

　食への興味関心を高める取組みを継続する必要が
ある。

　これまで、広く市民を対象にし、学校で行う食育
に関する取組を啓発する事業を行ってきているが、
食に関する指導充実に向けては、学校における食育
の充実の視点が重要であり、新たな取組をどう位置
付けていくかが課題となっている。

　地域との連携も含め、食に関する活動を継続し
ていく。

　離乳食や食べさせ方のイメージを持ちにくい保護
者が増えており、個別対応が必要となるケースが増
えている。

【こども家庭課】
　保健所や医療機関と連携して、相談支援を実施
していく。

直営

図書館は指定管
理

食育の推進

【こども家庭
課】
5-6-1 妊 娠
期から子育て
期までの切れ
目のない支援
体制の構築

読書活動の推進

子どもとその
保護者
ボランティア
保育所・幼稚
園等、小中学
校、実施機関
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